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講演者略歴 （講演順） 
◈ 開会のことば 
 小野川 和延 

Mr.Kazunobu ONOGAWA 

 

国際連合地域開発センター

（UNCRD）所長 

1972 年京都大学工学部衛生工学科卒業。同年環境省(旧環境庁)入省。国連環

境計画（UNEP）アジア太平洋地域事務局次長、環境庁大気保全局特殊公害課

長、環境庁自動車環境対策第一課長、国際応用システム解析研究所(IIASA)上

席研究員、国立環境研究所主任研究企画官などを歴任。2002 年より現職。 
 
 

 
◈ 挨拶 
 中村 滋  

Amb. Shigeru NAKAMURA 

 

外務省 国際貿易・経済担当大

使（2010 年 APEC高級実務者

会合（SOM）議長） 
 

1973 年一橋大学法学部卒業後、外務省入省。オックスフォード大学政治・経済

学修士取得。在連合王国日本国大使館公使兼ロンドン総領事、サンフランシス

コ総領事、イラク復興支援調整担当大使、外務省国際情報統括官、サウジアラビ

ア国駐箚特命全権大使などを務める。2009 年より現職（2010 年より、APEC高級

実務者（SOM）議長）。 
 

 
井戸 敏三 
Mr. Toshizo IDO 

 

兵庫県 知事 

 

 

兵庫県生まれ。1968 年東京大学法学部卒業後、自治省入省。国土庁土地局、

自治省税務局、運輸省航空局、自治省行政局、財政局、大臣官房各課長、自

治大臣官房審議官、兵庫県副知事などを歴任。2001 年より現職。 

 
 

 
中村 仁 
Mr. Jin NAKAMURA 

 

読売新聞大阪本社 社長 
 
 
 

1966 年慶應義塾大学経済学部卒業後、読売新聞社入社。経済部長などを経て

1999 年から㈱中央公論新社社長。2004 年から㈱読売新聞東京本社常務取締

役広告局長。2006 年から㈱読売新聞大阪本社取締役副社長。2007 年より現

職。 

 
 

 タブラニ 
Mr. TABRANI 

 

インドネシア国家防災庁  

災害管理担当上級顧問 
 

STIE IPWI 大学で経営学修士取得。インドネシア政府で様々な部局の部課長を

務めた後、ガバナンス・情報管理担当の次官補佐となる。インドネシア国家災害・

避難民対策調整機関（現在のインドネシア国家防災庁）で災害管理や危機管理

の次官を歴任した後に、現職。APEC緊急事態タスクフォース（TFEP）共同議長

も務める。 
 

 
◈ 基調講演  
 尾田 栄章 

Mr. Hideaki ODA 
 

第 3 回世界水フォーラム 

事務局長、国連水と衛生に関する

諮問委員会 委員 
 

建設省河川局長として河川法に環境と住民参加を加える改正を主導。退職

後、2003 年日本で開催された第 3回世界水フォーラムの事務局長をボランテ

ィアで勤める。現在は国連水と衛生に関する諮問委員会委員を務めるなど国

際的なネットワークを通じて世界の水問題の解決に向けて活動中。 

 
 

 
◈ APEC各国・地域の報告  
 ファン・カルロス・ 

カプニャイ 
Amb. Juan Carlos CAPUÑAY 

 

ペルー共和国駐日特命全権大使 

1971 年国立サンマルコス大学経済商学部卒業、1972 年国立サンマルコス大

学経済商学部エコノミスト課程修了。駐シンガポール・ペルー特命全権大使

（駐ブルネイ・ダルサラーム兼轄）、ペルー外務省APEC局長などを歴任。

2008 年第 16 回 APEC事務局長を務める。2008 年国立サンマルコス大学名

誉博士号を授与される。2009 年より現職。 

 プチコフ・ウラジーミル・アン

ドレヴィッチ 
Mr. PUCHKOV Vladimir 

Andreevich 

 

ロシア民間防衛・非常事態・ 

災害復旧省 次官兼官房長 

1988年クイビシェフ軍事工科アカデミー卒業。1991年大学院陸軍課程修了。

2000 年大統領府付属ロシア国家公務員アカデミー卒業。軍や研究機関で民

間防衛や非常事態における問題の研究指揮に携わった後、1997 年よりロシ

ア民間防衛・非常事態・災害復旧省で勤務開始。2007 年より現職。 
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方 志勇 
Mr. Zyong FANG 

 

中華人民共和国 

国家減災委員会 副主任 
 

1983 年中山大学卒業。民政部救災救済局で勤務の後、中国国際減災委員

会弁公室秘書課副課長、減災弁公室秘書課長、民政部救災救済局総務課

長、災害救済課長、災害準備計画課長、減災課長等を歴任。2006 年より現

職。 
 

 
守 茂昭 
Mr. Shigeaki MORI 

 

財団法人 都市防災研究所  

事務局長 

1984 年に東京大学都市工学科を卒業し、㈱ＥＸ都市研究所に入社。同年に

高度情報通信都市・計画シンクタンク会議事務局長に就任。1994年に日本都

市計画家協会事務局長に就任。1998 年より現職。 

 
 

 
◈ パネルディスカッション 
[ファシリテーター] 

 

宣 增培 
Dr. Zengpei XUAN 

 

国際連合 ESCAP  

情報技術・防災部 部長 
 

安徽大学数学専攻卒業。中国社会科学院情報管理・マスコミ学修士課程修

了。中国人民大学で情報技術と経済における経済学博士号取得。武漢大学

で国際法博士号を取得。中国政府の副首相の首席秘書官、中国工程院の国

際交流担当局長、国際連合 ESCAP 貿易・投資部長を歴任した後に、現職。 

 
 

 クウィントン・デブリン 
Mr. Quinton DEVLIN 

 

APEC 緊急事態への備えタスク 

フォース（TFEP） 共同議長 

豪州外務貿易省や在フィリピン豪州大使館で外交政策に携わり、防衛省、内

閣府などでの勤務も経験。現在は外務貿易省 APEC課長（改革・保安・経済・

技術協力担当）。APEC テロ対策タスクフォース、APEC経済・技術協力運営委

員会、APEC財政管理委員会の豪州代表も務めている。 

 
 

 
[パネリスト] 
 タブラニ 

Mr. TABRANI 

前掲 

 トニー・ピアース 
Mr. Tony PEARCE 

 

オーストラリア緊急事態対応庁 

局長 
 

チャールズ・スチュアート大学危機管理専攻卒業。メルボルン大学で公共管理

修士号取得。オーストラリア空軍で情報アナリスト、ビクトリア州救急サービスで

運営管理、ビクトリア州司法省で危機管理・安全担当役員を歴任。2006 年より

現職。オセアニア緊急事態管理者国際協会会議の初代会長も務めた。 

 
 

 
クリエングクライ・ 

コヴァダナ 
Mr. Kriengkrai KHOVADHANA 

 

タイ国立災害警報センター 

専門家 
 

1968年タイのチュラロンコン大学を卒業。1969年からタイ政府情報通信技術省

の気象局で気象予報や自然災害、津波や地震警報に関する業務に携わっ

た。2009 年より現職。 

 
 

 斉藤 容子 
Ms. Yoko SAITO 

 

国際連合地域開発センター

（UNCRD）防災計画兵庫 

事務所 研究員 

 

兵庫県生まれ。天理大学国際文化学部卒業。イギリス・ノーザンブリア大学で

防災と持続可能な開発修士課程修了。日本の NGO CODE で 3年半勤務。イ

ラン、アフガニスタン、スリランカにおいて緊急支援および復興プロジェクトに携

わる。現職では、ジェンダー視点に配慮したコミュニティ防災プロジェクトをアジ

ア４カ国（バングラデシュ、ネパール、中国、スリランカ）において実施している。
 

 



 

- 4 - 



 

- 5 - 

国際防災シンポジウム 2010 
第四回 APEC防災 CEOフォーラム 

 

 

 

 

 

 

開会の挨拶 

基調講演 

DVD 紹介 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
〔開会の挨拶〕 

開会のことば 
 国際連合地域開発センター 所長     小野川 和延  
挨拶 

外務省 国際貿易・経済担当大使 
（2010年 APEC高級実務者会合(SOM)議長）   中村 滋  

兵庫県知事       井戸 敏三  
読売新聞大阪本社 社長      中村 仁  
インドネシア国家防災庁 災害管理担当上級顧問   タブラニ 
 

〔基調講演〕  「洪水とともに生きる」 
第 3回世界水フォーラム事務局長 
国際連合水と衛生に関する諮問委員会 委員    尾田 栄章  

 
〔DVD紹介〕  「日本における子供防災教育教材－幸せ運ぼう－」 

神戸市教育委員会調査課 主幹     松崎 太亮  
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開会のことば  

 

小野川 和延 

国際連合地域開発センター（UNCRD）所長 

 

 

ご紹介頂きました国際連合地域開発センター所長の

小野川でございます。本日は兵庫県から井戸知事、外

務省からは中村大使、読売新聞社の中村社長、APEC

各国からのご参加者の方々、基調講演を頂く尾田栄章

様、それからこの地元兵庫からたくさんの方々にご参加

いただいております。10年前に私どもUNCRDが国際防

災シンポジウムとして、このフォーラムを開始致しまして、

ちょうど今回が 10 回目です。今回は、APEC 防災 CEO

フォーラムとの共催であり、その意味でも私どもがここ兵

庫で開催を重ねて参りました防災シンポジウムが、次第

に国際的な色彩というものを高めているということから、

大変幸せに感じております。 

 

さて、私ども国際連合地域開発センター（UNCRD）と

いう組織は、いわゆる従来の開発のパターンである工業

開発あるいは農業開発など、そういった単一目的の開

発というものにかえまして、環境問題や、あるいは人々

の生活など広範な視点を踏まえての開発を進めていく

ための機関として、ほぼ 40 年前、1971 年に開設されま

した国際連合の組織です。私どもがこの地域開発という

概念を進めていく一環と致しまして、いわゆる防災という

概念につきましても、これが地域の持続可能な発展に

不可欠の要素であるという認識のもとに、1985 年から

UNCRD の中におきまして、防災という概念についての

取り組みを進めてまいりました。例えば、交通のインフラ、

あるいは土地利用、環境の整備といった地域開発の主

要なテーマのみに限られることなく、そこに住んでいる

私達の生活の安全というものを守っていくためには、防

災という概念を計画の最初の段階から考慮する必要性

がございます。それ故にこそ、私ども UNCRD は防災と

いうテーマを、私どもに与えられました任務の重要な課

題として、ここ 25 年間にわたって取り組んできました。 

 

この防災という概念でございますけれども、極めて広

範な問題を対象とするものです。ここ地元兵庫におきま

しては、例えば阪神・淡路大震災のような、地震という問

題が極めて大きなテーマとして想起されますが、そうい

った地震の問題のみにとどまらず、皆様ご承知の通り、

近年世界の至る所で話題になっております異常気象に

伴う洪水ですとか、あるいはハリケーン等の強風といっ

た災害への対処も、その対象として含まれています。世

界全体にとっての問題であります気候変動に伴う問題、

こういった問題への根本的な解決のためには、国連気

候変動枠組条約に代表される世界的視点からのアプロ

ーチというものが、必要不可欠でございます。昨年の 12

月、コペンハーゲンで開催されました COP１５の議論に

見られますように、様々な背景を持つ世界の数多くの

国々が一致して、行動に移っていくということは容易なこ

とではありません。また仮にその合意が成されたとしても、

その効果が気候変動に起因する問題の緩和を通じて、

私達が世界中で現在経験をし始めている異常気象と、

それが引き起こす災害の解消といったところまで至るた

めには、長い時間が必要と考えられます。アジア・太平

洋地域がそれぞれの地域における経験や教訓を共有

し、私達の社会が受ける災害とその対策、気候リスクの

軽減に対して、今後の持続可能な開発のために、どの

ように私どもが関わっていけるのか、どうすれば私達の

中に持続可能な社会を構築していくことができるのか、

このシンポジウムを通じて、ご参加の皆様の理解を深め

て頂ければと存じます。 

 

本日は基調講演者として、国連水と衛生に関する諮

問委員会の委員の尾田栄章さんにお越しを頂いており

ます。尾田さんはもともとダムや堤防の建設といった治

水ということを大きな任務とした、旧建設省の河川局長と

いうポジションを担われた方であり、自然環境の整備、
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あるいは地域住民の方々の声というものを、政策決定、

意思決定に盛り込んでいく、取り込んでいくという新しい

意思決定のメカニズムを、河川管理というものの中に方

向づけられました。また洪水というものを一定程度は洪

水として受け止め、防止するだけではなく、それが起こ

ることを前提として社会が受け止めて、その上での治水

という対応をとっていく、ということを提唱されるなど、極

めて幅の広いソフトの視点に立った防災の概念を進め

た方でもあります。私ども気候変動の問題につきまして

も、今はその予防という視点のみにとどまらず、現在は

それが起こることを前提として、その災害が起こっていく

ことをどう軽減していくことができるか、いわゆるアダプテ

ーション（適応）の概念というものが、現在の国際社会の

中において重要なテーマとなってきています。そういう

意味で、本日尾田さんが基調講演において、そのような

視点について触れて頂くことができれば、おそらく一般

の参加者の方のみならず、本日の会議に参加をしてお

られる各国の代表の方々にとりましても、大きな参考とな

るものと考えております。是非、積極的な議論というもの

が、このフォーラムで行われることを期待する次第です。

本日はご参加頂きまして、誠にありがとうございます。 
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挨拶  

 

中村 滋 大使 

外務省国際貿易・経済担当大使 

2010 年 APEC 高級実務者会合（SOM）議長 

 

APEC 関係の皆様、またご臨席の方々、只今ご紹介

にあずかりました、2010 年、今年の APEC 高級実務者

会合議長を務める中村でございます。まず冒頭にご挨

拶させて頂く前に、去る 12日にハイチで発生しました地

震により、多数の方々が被災されたとの報に接し、深い

悲しみの念に耐えません。また、ペルーにおきましても

地滑り災害が発生し、大きな被害がでていると承知して

おります。この機会に日本政府、国民に代わりまして、

被害に遭われた方に対し、謹んでお見舞い申し上げま

す。 

 

本日はかくも盛大に多数の方々の参加を得て、第 4

回 APEC防災 CEO フォーラムが開催できましたことを、

大変うれしく思います。本日のシンポジウムに多大な尽

力を頂きました兵庫県、読売新聞社、そして国連地域

開発センターをはじめ、関係者の方々に感謝致します。

2010年は、日本がAPECの議長を務める重要な年であ

り、11 月の横浜での首脳・閣僚会議を頂点として、北は

札幌、南は沖縄まで各地で、年間を通じ APEC 関連会

合が開催される予定でございます。本日のフォーラムは、

まさにその記念すべき第一弾にあたります。我が国は

2010 年 APEC の議長として、アジア･太平洋地域のさら

なる発展に向けて、地域経済統合、新たな成長戦略、

そして人間の安全保障等の分野で、具体的な成果が得

られるように、指導力を発揮していきたいと考えておりま

す。災害は持続可能な開発を妨げ、人間の安全保障を

阻害するのみならず、円滑なビジネス活動への大きな

障害となるものです。人間の安全保障は、2010 年日本

APECの議論の大きな柱であり、その中で防災はAPEC

が掲げる安全かつ円滑なビジネス活動を確保する上で

の重要な課題であります。 

 

アジア・太平洋地域は世界で最も自然災害の被害を

受けている地域であり、2000 年から 2006 年、世界で発

生した災害の 40％、被害者の 92％を占めているほか、

2008 年にアジアで発生した災害により、１億 7700 万人

の方が被災し、118 億米ドルの経済的損失が生じたとさ

れています。また昨年も、豪州ビクトリア州での山火事、

インドネシア西スマトラ州パダン沖地震、チャイニーズ台

北におけます台風被害と、大規模災害が発生し甚大な

人的物的損害がもたらされました。こうした中、アジア･

太平洋地域の持続可能な発展のためには、災害リスク

の軽減に向けた取り組みは不可欠という認識がますま

す高まってきております。他方、社会、環境の変化によ

り災害への脆弱性の質も変化してきており、新たな課題

に絶えず対処する必要があります。本日のフォーラムの

テーマでもある都市化の進展や気候変動は、その際た

るものであり、こうした課題について議論を深め、取り組

みを進めていくことは、アジア・太平洋地域の持続可能

な発展を進める上で大変意義深いものと確信します。 

 

15 年前の阪神・淡路大震災の後、復興の道を歩んで

きたここ神戸は、本年その中間地点を迎える兵庫行動

枠組が採択された地であります。本日のフォーラムがア

ジア・太平洋地域における、防災に関するこれまでの取

り組みを様々な角度から検討し、今後の活動に向けて

有益な提言を投ずる場となることを期待して挨拶にかえ

させていただきます。御清聴ありがとうございました。 
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挨拶 

 

井戸 敏三 

兵庫県知事 

 

 

皆様、こんにちは。ご紹介頂きました兵庫県知事の井

戸でございます。国際防災シンポジウム 2010/APEC 防

災 CEO フォーラムが開催されますことを、心から歓迎い

たします。また APEC 各国からご参加を頂きました皆様

をはじめ、この開催にご尽力を頂きました皆様方に心か

ら感謝を申し上げたいと思います。しかもこの国際防災

シンポジウム、第10回目を数えるということでございます。

また昨日、阪神・淡路大震災から 15 年が経過しました。

そのような節目の年に、この第 10回目のシンポジウムが

開催されますこと、何か新しい歩みの契機にして頂ける

のではないかと、そのような意味で大変期待をさせて頂

いております。私どもは、お陰様でこの 15 年間、内外の

皆様からのご支援によりまして、ここまで復興を遂げてま

いりました。残された課題はありますが、これまでの努力

の上に、21 世紀の課題に対してしっかりと踏み出してい

きたいと考えております。 

 

しかし、3 つの残された課題を抱えております。１つは

15年経ったということは、被災者も15才、年をとったとい

うことです。60歳の方も 75歳。65歳の方は、80歳という

ことになります。私ども被災者復興住宅を5万戸作りまし

たけれども、この復興住宅に入っておられる方々、高齢

化率が約2分の1という状況になってしまいました。この

課題は言うまでもありません。もう自主的な自治会組織

も運営できない。あるいは、担い手も難しいという状況を

もたらしています。従いまして、いかに自主的な地域の

運営と、そして地域からの見守りを支援していくか、これ

が新たな課題であります。ただこの課題は、実を言うと、

何も被災者復興住宅の課題ではなくて、いわゆるインナ

ーシティ、市街地における高齢者対策をどのように進め

ていくかという課題でもあります。 

 

2 番目の課題は、私どもはまちづくりと言っております、

市街地の再生の問題であります。まちのにぎわいをどう

取り戻すか。商店街や繁華街が壊滅的な打撃を受けま

したが、その地域にもう一度、昔のような繁栄をどう取り

戻すか、そのために市街地再開発事業というかたちで、

一体化を図ってまいりました。しかし、この一体化を図っ

たことに伴いまして、横の連携は人間やりやすいのであ

りますが、上下の動きというのはどうも苦手な様でござい

ます。そのこともありまして、なかなか以前のような賑わ

いが戻らない。これは引き続きの課題でございます。 

 

もう１つの課題は、震災を経験している人が 3 分の 2

しかもういなくなりました。3 分の 1 の方、15 歳未満の方

はもちろん震災を経験しておりません。新たに転入され

た方々も経験しておりません。3 分の 2 の方も、自分の

経験や教訓がだんだん薄れがちになっております。あ

の 15 年前の大震災の経験や教訓を、自分たち全体の

共有財産としていかに維持していくか。そしてその共通

情報をベースに、今後の防災にどう取り組んでいくか。

この 1月17日の私どものテーマは「伝える、備える」とい

うことにしております。「伝える、備える」の意味は、今申

しました様に「伝える」というのは経験や教訓を共有しよ

うという意味でありますし、「備える」は来るべき災害に備

えるために、その経験や教訓をベースに活かしていこう

という意味でございます。そのような意味で、また新しい

取り組みが求められているということになるのではないか

と思います。 

 

ハイチで大地震による甚大な被害が発生しました。各

国が連携した支援活動が展開され、1 日も早く復旧、復

興することを願っております。日本政府も医療支援団を

派遣致しましたが、その一員に私どもの災害医療センタ

ーの看護師を 1 人加えて頂いております。また、この

HAT神戸にある IRP（国際復興支援プラットフォーム）の
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支援も、今後大きな期待が寄せられるのではないかと考

えています。災害はなくせませんが、これに備えることで

被害を最小限に抑えることはできます。そのためにも災

害の経験に学び、将来への備えに生かしていくことが欠

かせません。このような取り組みは、終わりがない取り組

みだと思います。私達は 15 年経ましたけれども、このよ

うな経験を是非伝えていくこと、発信していくことが、兵

庫の責務だと考えております。 

 

このシンポジウムも、このような意味ではまさしくこの神

戸の地で開催して頂くこと、それ自体が我々の 15 年の

歩みを世界に発信して頂ける大切な機会になると期待

をさせて頂いております。昨年、日本各地を豪雨災害が

襲いました。しかも、集中豪雨でございます。これは、地

球温暖化が影響しているのではないかとも言われてい

ますが、因果関係ははっきりしておりません。私どもも、

昨年の 8 月に大変大きな被害を受けました。世界各地

でも、洪水や旱魃の被害が目立ってきております。更に

地球温暖化が進むと、この様な災害が大規模化、深刻

化することが懸念されております。そこで、洪水や旱魃

など自然災害に対する備えをどのようにしていけばいい

のか、これは事前の備えでありますし、災害を受けた後、

いかに早く復旧、復興に立ち上がるのか。一つのシナリ

オではなくて、様々な事例をその地域に即して取り入れ

られる様な対応が不可欠ではないかと思います。様々

な事例を参考にすることはできると思います。実を言い

ますと、私どもが 15 年前にあの阪神・淡路大震災を経

験した時、復旧、復興に筋道は見えませんでした。いつ

の時点で、どのような対策を、どう講ずればいいのか、そ

れは手探りで自ら検討の上、取り掛かっていくしかござ

いませんでした。しかし、新潟で地震がありました時、

我々の経験を参考にして頂く様に申し出ました。本当に

参考になったと、地域の方々からは言われました。私は

そのような意味で、災害情報を共有化することの意義と

いうものを理解して頂ければと、この様に思っております。

併せて被災地にとりまして、あるいは被災者にとりまして、

事前に災害を受けた場合の被害予測情報がきちっと理

解されておれば、こんなことにはならなかったのではな

いか、ということが事後的によく言われます。事前に被害

情報を承知しておく、被害の予測情報を承知しておくこ

との大切さを強調したいと思います。特に水害等の場合

には、そのことが非常に大きな威力を発揮し、避難をす

る場合の参考にも繋がります。つまり、被害を予測でき

る情報というのは、地域にとって共有化すべきであると

いうことも強調させて下さい。 

 

国連地域開発センター（UNCRD）が防災計画兵庫事

務所を中心に、APEC の方々と一緒に、都市の安全と

気候リスクという今回のテーマで議論して頂きますのは、

今申しました意味でも非常に意義深いことでありますし、

心強いことだと思います。国連の兵庫行動枠組に基づ

きます国際社会での取り組みも展開されております。後

期の5年を、今年からスタートを切ることにもなります。兵

庫県といたしましても、これまでの私どもの経験や教訓

を、極力全世界に発信をしていきたいと願っているとこ

ろでございます。阪神・淡路大震災から 15 周年を迎え

まして、被災地として更にできることを、兵庫らしく進めさ

せていただきたいと願っておりますことを申し添えまして、

私からの歓迎のご挨拶とさせて頂きます。 
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挨拶 

 

中村 仁 

読売新聞大阪本社 社長 

 

 

読売新聞大阪本社の中村でございます。今日は防

災シンポジウムに、多くの関係者の皆様方にお集まり頂

きましてありがとうございます。読売新聞社は、英字新聞

も出しております。今日の英字新聞の一面には、昨日の

阪神・淡路大震災の追悼集会の写真が大きく載ってお

ります。その下に、先ほどから皆さんがお触れになって

いるハイチの被害状況の続報が載っています。クリント

ン国務長官が現地を訪れ、支援を約束しているという話

です。 

 

私達の本業は日本語の新聞でありまして、これも一面

トップは震災の記事。井戸知事からも「もっともっと報道

しろ」と発破をかけられています。後でお帰りになって、

もしお手元に読売新聞があれば読んで頂きたいのは、

社会面の「震災と記者たちの 15 年」という連載です。今

日、読売新聞編集局長として来ている岸本は、震災の

時神戸総局長で、彼はその体験から自分が新聞社にい

る限り、この震災を最大のテーマにしたいと腹を決めま

した。そこで、昨日も彼の指示で様々な集会を、記者が

40 人、カメラマンが 20 人態勢で取材をしました。この連

載の狙いは、先ほど知事がおっしゃった「震災の悲惨な

経験、教訓を、報道を通じて語り継いでいきたい」という

ことであります。新聞社の役割のひとつは、ひとつの非

常に悲惨な出来事の体験、教訓をすぐ忘れてしまうの

ではなくて、未来に向けて繋いでいかなければいけな

いということだと思います。 

 

このシンポジウムに読売新聞がご協力させて頂いて、

これで 10 回目であります。このシンポジウムの世界的な

特色は、震災が起きたその現場で、自治体、今回の場

合は兵庫県、国連の防災関係組織、そして新聞社、場

合によっては大学の研究者など様々な人達が、毎年同

じように協力して続けてきているということであります。今

日は各国からご専門の方、代表の方がお見えでござい

ます。お国に帰りましたら、どうぞ新聞、ジャーナリズムを

巻き込んで、政府と新聞と市民社会が一体となった防

災、あるいは災害が起きた後の対策を、お考えになって

いただければと思います。 

 

昨日の追悼式には鳩山首相もお見えになりました。

皇太子ご夫妻もお見えになりました。今日のシンポジウ

ム、明日の APEC のセミナーは新聞に載ります。ぜひ、

これは鳩山首相に読んで頂きたいと思っております。な

ぜなら、鳩山首相は政権を取って、防災により一層力を

入れるどころか、なんと公立小中学校の耐震工事予算

の 60％を切ってしまいました。鳩山さんに是非、今日の

シンポジウムの様子を読んで頂いて、予算をできるだけ

早く復活するなど、考え直す契機にして頂きたいと思う

わけであります。 

 

今日は建設省 OB の尾田さんから、洪水あるいは気

候変動に関するお話もございます。こういう災害は事前

の備え、それから災害が起きた後の事後の対策が必要

ということで、半分は私達人間の責任だろうと思います。

こうした考え方に基づいて、読売新聞社は皆様の声を

伝えていきたいと思っております。ありがとうございまし

た。 
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挨拶 

 

タブラニ 

インドネシア国家防災庁 災害管理担当上級顧問 

 

 

 

 UNCRDの小野川和延所長、2010年 APEC高級実務

者会合（SOM）議長でもあられます、日本国外務省の中

村滋大使、兵庫県の井戸敏三知事、読売新聞大阪本

社の中村仁社長、各国からの参加者および APEC の皆

さま、そしてご来場のすべての方々、こんにちは。まず

ハイチの地震で犠牲となられた方々をはじめとして、ペ

ルーの地滑り、APEC 加盟の国と地域、または世界の他

の地域で起こった災害で犠牲になられたすべての方に

謹んで哀悼の意を表したいと思います。 

 

 APEC 防災 CEO フォーラム実行委員会および APEC

緊急事態への備えタスクフォース（TFEP）を代表しまし

て、第 4 回 APEC防災 CEO フォーラム／UNCRD国際

防災シンポジウム「持続可能な発展にむけて 都市の

安全と気候リスク」の開催にあたり、皆様にご挨拶したい

と思います。日本国政府、そして開催に尽力された皆様

に大変感謝しております。またこの機会を借りまして、

2010年の皆様のご多幸をお祈りいたします。これから先

もすべての人々、とりわけアジア・太平洋地域に住む

人々がよりよい生活環境で、より安心で安全に暮らせる

ことを、災害に見舞われても立ち向かっていけることを

願います。 

 

 アジア・太平洋地域は経済成長の可能性が大いにあ

り、実際著しく発展をしてきた地域です。世界人口の約

41％が暮らし、世界のGDPの55％、貿易の49％はアジ

ア・太平洋地域が占めています。しかし一方でその地理

的、地質的、気象的条件から、災害に対して脆弱な地

域です。活火山は 75 もあり、90％の地震はこの地域で

起きています。世界の全ての災害の 75％がこの地域で

発生しているのです。それ故、この地域には「環太平洋

火山帯」と呼ばれもします。 

 APEC に加盟する国と地域の首脳は、ある地域を襲っ

た災害が、同じように別の地域にも被害を与えることを

知っています。また加盟国・地域間で防災、緊急事態

対応、さらには復旧・復興過程において、より効率的に

連携することで、経験を共有することのメリットを知って

います。都市の発展は災害と、コインの表と裏のような

密接な関係があります。それは一方では人々や政府が

自然と願うことであり、もう一方では社会や環境に大きな

影響を与えます。従って気候変動のリスクを含めた、あ

らゆる災害の危険性の観点を考慮に入れながら、計画

され、実行される必要があります。 

 

 依然として世界人口が高い割合で増え続け、環境に

対する悪影響も、水、大気汚染、そして自然資源の過

剰利用など様々な点で見られ、そして気候変動をもたら

している温暖化問題もあります。ですから将来において、

災害が起きる危険性はまだまだ高まっています。 

  

 皆様、日本は防災と大いに関係がある国です。まずこ

こ兵庫県の神戸は昨日、阪神・淡路大震災から 15 周年

を迎えました。また2005年には、皆様ご存じの通り、168

の国によって「兵庫行動枠組（HFA）2005-2015：災害に

強い国・コミュニティづくり」が採択されました。また地球

温暖化、気候変動に関連する災害については、「京都

議定書」という国際的な枠組が議決されました。これに

続いて、関係する協定、2009 年にはコペンハーゲンで

の合意などがあるのです。この枠組においては、いかに

して温室効果ガス排出を削減するか、各々の国の温室

効果ガス排出問題に対応する能力を高めていくことが

できるかということに焦点が当てられています。 ほとん

どのAPEC各国において、この「兵庫行動枠組」、「京都

議定書」の優先事項は、その国々の防災に関する国家
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行動計画、また気候変動適応という新たな課題に対応

する国家行動計画を作成することによって、徐々に実行

されています。 

 

 皆様、毎年開催されます APEC 防災 CEO フォーラム

は、APEC/TFEP にとって最も重要な活動です。今回で

4回目となります。第 1回は 2007 年、オーストラリアのケ

アンズ、第 2 回は 2008 年、ペルーのリマで、そして第 3

回は 2009 年、ベトナムのハノイで開催されました。万事

首尾よく行き、またその他の APEC/TFEP の計画や行

動も成功してきました。 これまで申し上げてきましたこと

と関連しまして、この APEC 防災 CEO フォーラム

/UNCRD 国際防災シンポジウム「持続可能な発展にむ

けて 都市の安全と気候リスク」はさらに重要なものとな

り、災害問題に取り組むすべてのAPEC加盟国・地域に

とって有意義な提言がなされることと期待しております。 

 

 最後に、日本国外務省、UNCRD、APEC/TFEP、兵庫

県、読売新聞、それから国際連合国際防災戦略

（UNISDR）、アジア防災センターなどその他の共催者、

関係諸機関、官庁など皆様、そしてもちろんこのシンポ

ジウムの開催に尽力してくれたAPEC事務局に心よりお

礼を申し上げたいと思います。ありがとうございます。 
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尾田栄章 

第三回世界水フォーラム事務局長 

国連水と衛生に関する諮問委員会 委員 

 

1.はじめに 

今日は阪神・淡路大震災が起こってから、ちょうど 15

年と 1 日。記念すべき日にこのような機会を得ましたこと

を大変ありがたく思っております。私は当時建設省にお

りまして、兵庫県庁に作られた現地対策本部詰めを急

遽命ぜられました。ずっとこちらに詰めた記憶が、先程

のお話を伺いながら大変鮮明に浮かんでおります。そし

て現在ハイチ 1では、阪神・淡路大震災の時の 10 倍を

超えるような規模の犠牲者がでております。そういう状況

の下で災害の問題を考えるという機会を得たことに、何

か運命的なものを感じております。 

 

2.主要課題 

本日はお話しようと思っているテーマが三つあります。

我々日本人には、洪水問題は間違いなく水問題の一部

です。しかし、必ずしも世界の人達はそうは考えません。

かつて私はミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の水関連事項

として「水関連災害での死者数の半減」を目標に盛り込

もうと動いたことがあります。しかし世界の人の理解がな

かなか得られませんでした。それはどういうことなのでし

ょうか。 

 次は我々人間の意識の問題です。鹿児島県出水市

の災害現場で聞いたのですが「人柱が立たないと梅雨

は明けない」という言葉が忘れられません。日本人にと

っても自然災害は戦う相手ではなくて、受け入れざるを

得ない存在として認識してきたのです。ただ、そういう考

え方でいる限り、災害の被害者を減らすことはできず、

また持続可能な発展への取り組みの展望も開けませ

ん。 

 最後に、洪水問題を今までのようなハード対策を主体

とする枠組みだけで考えていいのかということです。特

に気候変動を考えるとその思いは強まります。‘洪水とと

もに生きる～Living with Flood～’という概念について、 

どういうことが必要なのか。また実際にこの概念を適応し 

 

ようとすると、どういう条件が必要か考えたいと思いま

す。 

 

3.水関連災害の特色 

水関連災害から命を救うということは、そんなにお金を

かけずにできることです。日本ではテレビが普及すると、

その結果として洪水による死者数は劇的に減っていま

す（図１）。一般的にいえば、地震は予知予測ができま

せん。ところが水関連災害は予測ができるので、避難さ

えすれば人命だけは救えます。 

水関連災害のもう一つの特徴として、資産被害の減 

 

人的被害は劇的に減少人的被害は劇的に減少してきたしてきた （日本の場合（日本の場合））

資料: 水害統計
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図 1 日本におけるＴＶの普及率と洪水死者数 

資産被害の減少は容易ではない
日本における洪水被害と洪水対策投資額
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図 2 日本における洪水被害と洪水対策投資額 

 
注１ 現地時間2010年1月12日16時53分（UTC=21時53分、日本時間＝13日6時53分）にハイチ共和国で起こったマグニチュ ―ド（M）

7.0 の地震 

基調講演  

「洪水とともに生きる」～Living with Flood～ 
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少は容易ではないことがあげられます（図２）。投資額を

増やすと、被災者数あるいは死者数は劇的に減らすこ

とができましたが、残念ながら資産の被害額というのは、

なかなか減らせない。このような水関連災害の特色を生

かそうというのが‘半減キャンペーン’だったのです。 

 

4.半減キャンペーン‘５０ ｂｙ １５’ 

国連のミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）には、水に関し

て安全な水あるいは適切な衛生施設を使えない人達の

割合を半減しようという目標が含まれていますが、残念

ながら洪水問題を含む水関連災害に関してはそのよう

な目標が全く含まれていません。しかし洪水の被害を受

けた人の数はほぼずっと増加傾向にあります。地球上

で増えていく人口、その新たに増えた人達は、洪水被

害の可能性のあるところに住まざるを得ない状況にある

からです。なんとか水関連災害の半減をミレニアム開発

目標（ＭＤＧｓ）に含めようと、半減キャンペーンというも

のをやりました。‘５０ ｂｙ １５’。2015年までに洪水で命

を落とす人の数を半減しようという目標を掲げて、これを

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の一つに加えようとしまし

た。しかし、うまくいきませんでした。 

 

5.世界の水観 

なぜ世界の人達、特に欧米の人達の理解を得ること

ができないのか。欧米でも洪水が起こらないわけではあ

りません。現に 2002 年にはエルベ川等で大水害が起こ

っています。また、ちょうど今から 100 年ほど前、1910 年

にはパリで大水害がありました。セーヌ川沿いの相当な

部分が浸水しています。パリ市内を船が浮かび、国会に

行く国会議員も船に乗って行くというような状況でした。

しかし洪水というのはなかなか身近なものになりません。

欧米の人達にとって『水』が意味するのは主として飲料

水です（図３）。一方、我々日本人、あるいは東南アジア

の人達が水という言葉を聞いたときにイメージするのは

水循環です。雨が降って、水が川に流れ込んで、川の

水が増え、場合によっては洪水を起こす、このような光

景がぱっと頭に浮かぶわけです（図４）。 

こういった水に対する意識に違いがある状況の下で

は、洪水問題を水問題にひっくるめて考えることはなか

なか難しいようです。 

 

6.水は「土地」 

また我々日本人は水よりも土地のほうが重要だと思うの

ですが、必ずしもそれが正しいとはいえないようです。 

地球上には砂漠がずっと広がっていますが、どうしてこ

ういう状態になっているのかと言うと、水がないから使え

ないだけで、水さえ供給すれば使える土地に変わります。

例えばアリゾナの砂漠に巨大なスプリンクラーで水を供

給すると、巨大な農地に変わります。水さえあれば、土

地は使えるものに変わります。地球上にはそういう土地

が約二割もあります。そういう意味で言うとこの地球上で

水と土地どちらが重要か、クリティカルかというと、水だと

考えます。また土地は動かせませんが、水は動かし得ま 

す。その意味では、水をいかに適切に管理できるかが

問われているのです。使えない土地も使える土地に姿

を変えるのではないでしょうか。 

 

図 3 アラブ（とヨーロッパ）の人々にとっての「水」  

 

図 4 アジアの人たちにとっての「水」 
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7.アジア・モンスーン地帯での方策 

アジア・太平洋地域に住まう我々にとっては、水を供

給するだけでは不十分です。洪水から守って始めて、

土地が使えるようになります。日本では浸水を繰り返し

ている土地に輪中堤を巡らしてその中に住み着くという

ことをしてきました。そうすることにより、国土を増やして

きたわけです。そのような輪中に住み、水に囲まれて暮

らしている人達の言葉に、「水干共々に至る」があります。

すなわち水害と渇水の両方の困難が交互に踵を接して

起こってくるというのです。ですからアジア・モンスーン

地域においては、水害対策と水を確保する対策という

両面の対策をしてはじめて使える土地になるのです。 

 

8.「水と災害」行動計画（アクションプラン） 

8-1.策定までの経緯 

この水関連災害、水が多すぎるという問題に対して、

どのように対処するかということをこの十年間、世界の人

達に訴えかけてきました。やっと世界の人達も洪水問題

は水問題としても非常に重要、もちろん防災という意味

からも非常に大事、さらに我々の生活全てに関わってい

るという認識に達してきました。そういう背景の下、水関

連災害を考えるパネルが設けられました。つい先日まで

韓国の首相を務めておられましたHan Seung-soo 氏が

議長を務められ、その成果は去年の３月にイスタンブー

ルで行われた第五回世界水フォーラムで発表されまし

た。その際、国連経済社会局（UNDESA）の事務次長で

ある沙祖康（Sha Zukang）氏が「国連事務総長に報告を

して、国連でもこの問題を真剣に考えていきたい」と発

言されました。国連国際防災戦略（UNＩＳＤＲ）あるいは

世界水会議、我々の日本水フォーラム（JWP）といった、

国連機関、国際機関、NGO、各国政府が一緒にパネル

を設けて議論をしてきた成果であります。そして、ここで

出された成果が「水と災害に関するアクションプラン」と

いう形でまとめられており、６つの分野に分けて、具体的

なアクションを提言しています（表１）。 

一般的な形でものを言ってもなかなか実際の行動に

は繋がらないので、○○国際機関には○○をして欲し

い、と具体的に挙げています。誰に何をしてもらいたい

かに絞って、６つのテーマ毎に提案しています。ちょうど 

 
表１ 「水と災害」行動計画（アクションプラン） 

 

今ハイチでも必要となっている水の確保あるいはトイレ

の確保もこの五番目に盛り込まれています。災害が起こ

ってからではなく、事前の準備が大事なわけです。この

ように各項目について誰が何をすべきか、ということを具

体的に提案しています。そして特に重点項目として二つ

挙げています。 

 

8-2.災害データの共有 

一点目は災害に関するデータの共有化です。災害の予

知予測に必要な基礎的データは我々の共有財産と理

解し、国際社会がそれを後押ししようということです。例

えばメコン川流域ではメコン川の観測データが共有化さ

れていません。それが災害対策を妨げている側面もあ

るのです。本当に災害と戦うためには基本データを人

類の共有財産とする意識が欠かせません。 

 

8-3.デルタ地帯における水害対策：ハード対策とソフト

対策 

二点目はデルタ地域における水害対策です。特に気候

変動の影響を考えると、デルタ地域をかかえる国々が一

緒になって対処すべきだと強く訴えています。その対策

としてはハード対策とソフト対策の両面があるのですが、

我々の資産を守るためにはハードの対策しかありません。

堤防やダムを作ったりしない限り、洪水から我々の資産

を守ることは期待できません。そのような施設整備は当

然必要になるわけですが、本当にそれだけで十分かと

いうとそうではなく、ソフト対策の面も非常に大事になっ

「水と災害」行動計画（アクションプラン） 

 

1.災害発生前に対策を講じることの重要さの認識

2.予測、情報伝達予警報と避難のシステムの優先

3.災害予防と気候変動適応を、あらかじめ 

「開発計画」に組み込んでおく。 

4.応急災害対応の改善 

5.災害・紛争が生じた際の速やかな安全な水と 

トイレの提供 

6.特別な横断的な施策  
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てきます。それだけでなくソフトとハードの両方の対策を

一体化する必要があります。そのためには住民の参加

が必須となります。そうでなければ本当の意味で効果を

あげることは期待できません。 

また予防対策と災害後対策、すなわち災害に備える

対策と災害が起こってからの対策、この二つが防災で

は非常に大事になるのですが、その二つの対策を統合

するためにも、住民参加が非常に大切です。 

 

9.‘洪水とともに生きる’～Living with Flood～ 

日本は政治家を含めて災害に対しては、非常に敏感

に対応してきました。先程、中村社長から鳩山現首相が

災害対策費を削ったとの話が出ました。そんな現首相

はともかく、日本の国家首脳は防災意識が高いのが通

常です。それが日本の成長を支えてきたのです。アジ

ア・モンスーン地域では国家首脳の防災に対する意識

の高さが非常に重要です。持続可能な発展が可能かど

うかに直結する程の重みがあります。 

先進国相手の経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）ですらこ

の頃は水関連災害に非常に高い意識を持つようになっ

てきました。発展途上国に限らず先進国においても、水

問題が非常に大きな比重を持つようになってきたという

ことだと思います。私は OECD 調査団の一員として、フ

ランスでは珍しく堤防をもったロワール川の災害対策調

査に参加しました。ここで印象的だったのが、ロワール

川の洪水被害が堤防の破壊によって引き起こっている

ことです。多くの洪水被害が堤防によって防がれている

ことも事実ですが、破堤によって洪水が起こっていること

も又事実です。このため今後は堤防を高くして洪水を防

ぐ考え方は捨てようとの方向に進んでいます。このような

基本的なものの見方の変更、ハード施設の整備のあり

方を根本的に変えていこうという議論をしてきました。こ

れはある意味では革命的な変革をもたらすと考えていま

す。日本でも今まで洪水が起こる度に、その洪水に対

応するため、堤防の高さを上げる。あるいは上流にダム

を作るという施策を講じてきました。けれども、それでは

限界があるように思います。さらに言えば、作った施設

はある意味では必ず壊れるわけです。そのリスクを考え

ると、ハードの施設だけで自分を守ろうというのには無

理がありそうです。となれば、堤防が思わないところで壊

れる、そのようなリスクを組み込んだ計画論を新たに創り

あげることが必要になると考えております。 

この考え方に立てば、例えば降雨強度が気候変動に

よって大きくなるといった災害リスクをも飲み込むことが

期待できます。新たな考え方、新たな防災方式が生ま

れるかもしれない局面を迎えているのだろうと思います。 

そして、こういった考え方の一つが‘洪水とともに生き

る～Living with Flood～’です。しかし、この言葉は非常

に安易に使われかねない危険性を持っています。私が

ベトナムへ行った際、現地の有力者が「現在のところ、こ

の方法以外他に取り得る手段がないから、この手段をと

っているにすぎない」という言い方をされました。謙遜さ

れての言葉とも思いますが、反面では正に真理でもあり

ます。防災には少なくともある程度の施設整備・ハード

対策は必須だからです。 

 

10.「洪水とともに生きる」の実現 

10-1.近隣コミュニティ 

ただハード対策だけでは不十分で、計画を超えるよう

な洪水においても人命損失を防ぐためには、洪水予測

をして、警報を出し、避難させることが必要です。総合

的な避難システムがあれば、少なくとも人命損失は防げ

ます。例えばベトナムでは小学校を高い場所につくって

おき、いざ洪水が来たときにはここを避難所として利用

しています（図５）。現在では警報伝達システムとして拡

声器に代えて携帯電話がずっと効率的だという議論が

されていますが、残念ながらこれも電気の供給が停まる

と充電ができずに使えません。 

いずれにしても、こういったシステムを作るためのベース

にあるのは人のネットワークです。そのネットワークの基

本には近隣社会（コミュニティ）の存在が欠かせません。

ベトナムの場合だと、もともと非常に強い組織があり、こ

の組織こそがある意味ではベトナム戦争を勝利に導い

たヒューマンネットワークなのでしょう。このシステムは自

然災害に対しても、非常に有効に機能しています。こう

いうシステムを他の地域、国々においてどのように作っ

ていくかということも非常に大切な議論であると思いま

す。 
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図 5 ベトナムの小学校と警報伝達器のようす 

 

まず自助努力、あるいは共助といった小さな単位で

の助け合いがベースに在ってこそ、他からのパートナー

シップが成り立つわけです。そこがとんでしまうと、なか

なかいいものが出てこないのではないでしょうか。 

 

10-2.洪水中とその後、どのように生計を立てるか 

そしてもうひとつ大事な視点は、いかにして生活を守る

か、あるいは資産を守るかということです。これについて

もベトナムで非常におもしろい例が二つあります(図６)。 

当地の農業生産の大事なファクターにキノコの生産

がありますが、洪水対策として屋内の高床式キノコ栽培 

施設を作っています。洪水が来ても被害を受けることな 

く、この高床式で栽培したキノコは三倍の値段で売れま 

 

きのこ栽培 < Cultivation of Mushroom>

高床屋内で栽培 Cultivation in a high-floor house 屋外栽培 Outdoors Cultivation 

洪水中とその後、どのように生計を立てるか

How to earn livings during and after flood

養魚池 Fish pond 洪水中に使う囲み網“Net” to surround the fish pond during flood

養魚場 <Fish pond>

 

図 6 ベトナムの高床式きのこ栽培と養魚場 

した。養魚所ではネットを池の周りに張り、魚が逃げてい

くのを防いでいます。こうすれば洪水が来るからといって

魚を事前に叩き売りする必要もなく、逆に値段が上昇す

れば、洪水を利用して金儲けすらできます。 

生計をいかにして守るか。その手段なしには‘洪水と

ともに生きる’こともできません。ですから我々の生活レ

ベルをいかに保つかということも非常に大事なわけです。

‘洪水とともに生きる’ことを実現するためには、住民参

加により生命を守るとともに、生計の場、生活の場を洪

水に対して強くしていく。洪水に対し弾力性の富んだ社

会に作り上げていくことが非常に大事ではないかと思い

ます。 

 

１１．むすびとして 

 APEC が水関連災害を議論の対象に取り上げようとさ

れることに敬意を表します。アジア・モンスーン地域では

水災害対策の確立なしには一国の安定的な発展はあり

得ません。そして、その為には国家首脳のこの問題へ

の高い意識が必要不可欠です。 

 この地域では「アジア・太平洋水サミット」が開催され、

国家首脳の意識喚起の重要性が強く打ち出されました。

APEC の本会合においても、この問題の重要性が国家

首脳によって共有されることを強く望んでおります。 
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日本における子供防災教育教材  

～幸せ運ぼう～ 

 

 

 

 

 

松崎太亮 

神戸市教育委員会 教育企画課 主幹 

 

 

１．はじめに 

我々がこの十五年間、次世代を担っていく子供達の

ために、教育現場で創ってきた教材とカリキュラムを紹

介します。最近では、防災教育教材は数多くあると思い

ますが、一年半程前に我々も教材を作りました。我々の

教材の特徴は、自分で考え、自分でどのように行動する

のかという力を養っていくことにあります。 

我々が掲げる防災教育のコンセプトは、三つあります。

一番目は、知識です。過去の自然災害の歴史や地震

のメカニズムを学びます。二番目は、自分の命を守るス

キルや技術を学びます。震災で我々が知ったのは、自

分の命は自分で守る、共に助け合うということでした。そ

れから三番目、これが一番大切で他の教材にはなかな

かない部分ですが、震災で学んだのは共に助け合うこ

と、感謝しあうこと、そして心の絆です。この三つの分野

を学べる教材を作りました。また、今までなかった新聞、

テレビ、大学、自治体が一緒になり、コラボレーションし

て創り上げました。これも災害文化の一つではないかと

思います。 

 

２．教材の内容 

2-1．被害の状況 

教材の中には、先ほど読売新聞社中村社長のお話

にございましたが、鳩山首相にお見せしたいような、学

校の耐震化を疎かにするとこうなるという、被害の様子

がわかる映像も収められています。グラウンドがひび割

れるだけでなく、学校の校舎内もひどい被害を受けてし

まうということを、震災を経験してない人達は知りません

（図１）。だからこそ我々は耐震化をもっと推進しなけれ

ばいけないと思い、神戸では、平成二十三年度に百％

前倒しして学校の耐震化を完了させようとしています。こ

うした写真や資料を見ると、意識は変わるのではないか

と思います。先日（平成二十二年一月十七日）、皇太子

様、鳩山首相が神戸にいらっしゃった際、教材をご覧に

なりたいとのことでしたので、今朝、宮内庁と内閣府にお

届けしました。 

 

 

 

 

2-2. ボランティアの働き 

災害が起こった時、人々はボランティアをやってみよ

うとしますが、今の子供達は何からはじめたら良いかわ

かりません。お互いに助け合うことが、どういうことなのか

わからりません。震災後十五年経ってしまうと、神戸市

民の三分の一以下が、震災の経験を知らない人々にな

ってきます。 

だからこそ映像で疑似体験して、「こうすれば我々で

もボランティアができる」、「水汲みでもできる」、「他に何

かできることがないか」、と考えるヒントにしてもらいます。

学校や地域での活動を見ているうちに、自分でできるこ

とを考えるようになっていきます。教材の中で語られる、

実際の助け合いのストーリーを通して、モチベーション

が上がっていくことが、この教材の一つの大きな力にな

っていると思います。 

 

図１ 地震後の校舎内の様子（ビジュアル版「幸せ運ぼう」）より 
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2-3. その時学校では～防災拠点としての機能～ 

震災当時、避難所がどのような状況であったかも、今

の子供達は知りません（図２）。ですから、避難所での助

け合いや、当時のお年寄りや外国人が非常につらい立

場におかれたということを考えてもらう。そこから授業を

始める、という形でも使っていただけます。 

 

図２ 食料が配られる校庭で、長い列をつくる避難住民（ビジュアル版

「幸せ運ぼう」より） 

 

教材のなかには資料とテキスト、当時の新聞記事と写

真があります。映像だけでなく、新聞記事や写真を見て

授業を進めることができます。このように誰もが学べて、

誰もが教えられる教材を作っています。 

この教材を全国の教育委員会に配布させていただい

たところ、非常に有効だという評価をいただきました。他

にも、例えば東京都内の区立図書館や名古屋市の図

書館にも置いていただきました。さらに北海道から沖縄

まで、各地域で活用しましたというお声をいただきました。

また、防災専門家や警察・消防の方々にも教材を使っ

ていただき、ご評価をいただいています。 

 

３．世界の防災教育教材として 

この教材に対して、日本だけでなく、海外から神戸に

視察に来られた際、同じような教材を作れないかという

相談をいただいています。現在、今年の三月に英語版、

そして今後は中国語版をはじめ、多言語版を作ってい

き、事例の豊富な教材として世界の皆様に役立ててもら

えるような教材にしていきたいと考えています。（図３）そ

のなかで、一つのご参考となる事例が「防災運動会」で

す。小学校や中学校の運動会に、地域の人達が一緒

 

図 3 本教材を使用した海外（アルジェリア）での防災教育 

 

になって、エクササイズしながら防災を学ぶことをプラス

します。こうすることによって、学校と地域が一体となり、

災害時の対応イメージができていくという取り組みです。 

こうした事例を今後も増やしていき、そして世界にある

様々な良い事例を、我々の教材の中に取り入れていき

たいと考えております。 
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〔APEC各国・地域の報告〕 
ペルー 

 ペルー共和国駐日特命全権大使     ファン・カルロス・カプニャイ 
ロシア 

ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省 次官兼官房長 
         プチコフ・ウラジーミル・アンドレヴィッチ 

中国 
中華人民共和国国家減災委員会 副主任    方 志勇 

日本 
財団法人 都市防災研究所 事務局長     守 茂昭 
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APEC 各国・地域の報告：ペルー 

「ペルーからの報告」 “持続可能な発展にむけて 都市の安全と気候リスク”  

 

ファン・カルロス・カプニャイ 

ペルー共和国駐日特命全権大使 

 

1.はじめに 

まずこのような機会をいただきました主催者にお礼を

申し上げます。防災というのは私たちにとって大変重要

な問題です。2008年には、ペルーで第二回APEC危機

管理 CEO フォーラムを主催いたしました。またこの場を

お借りして、二ヶ月前にペルーで発生した地滑りの被害

に遭われた方々に、哀悼の意を表したいと思います。 

 

2.APEC の中のペルー 

私たちの国、ペルーについてご説明したいと思いま

す。ペルーは 1998 年以来、ＡＰＥＣの加盟国です。ロシ

ア、ベトナムと共に、加盟国として承認されました。また、

APEC に加盟しているラテンアメリカの三カ国のうちの一

国です。私たちはＡＰＥＣの様々なプログラムに参加し

ております。この 10 年間、ペルー経済は継続的に伸び

ており、現在ではラテンアメリカの中で最も開かれている

ものになりました。2009 年、証券取引を含んだ最善のビ

ジネスの機会を提供する国になっています。 

 

 

 

 

3
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APECの中のペルーAPECAPECの中のペルーの中のペルー

 

 

3.防災とインカ文明 

ペルーは多様性を持つ国です。ペルーには、103 種類

の微気候のうち 84 種類があります。また生息している動

物の種は、特筆すべき数です。基本的には高地と、ブラ

ジルと共有するアマゾン流域に、豊かな生態系がありま

す。海抜 4000ｍの高地に住む人々も生態系を通して、 

農業開発をするのに十分な資源を与えられ、また生活

に必要な土地利用を許されています。 

私たちはインカ文明という世界でも長い歴史をもった

文化を誇っております。インカ文明は、建造物の建築、

都市の形成、社会の生成において、予防の文化を実現

していました。防災基準の特徴は、建物の強固性です。

石が相互に連結され、強固な建物をつくっています。少

なくともそれぞれの石に三つの接触点があり、相互に補

強し合うようなシステムを採用していました。基礎は大き

く、そして最も重要な点は、建物の重心がとても低い位

置に設定されています。こういった防災の文化は、生活

習慣や政治システムの面だけからなっているものではな

く、これまで生き残るために取ってきた政策が背景にあ

るのです。 

 

 

44
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多様な気候、エコシステム、生物学的層と種類をもつ恩恵を受けた国ペルー
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耐震建築耐震建築

防災基準防災基準

••堅実性堅実性

••低重心低重心

••広い基盤広い基盤

••石と最低石と最低33箇所の接点箇所の接点

 

 

4.ペルーの自然災害 

 ペルーは自然災害に対して、非常に脆弱な国です。

アジアから、北米、そして南米へとのびる環太平洋火山

帯の一部であり、定期的な地震活動や主に高地で起こ

る火山活動があります。 

二つ目のカテゴリーの自然災害は、熱帯、亜熱帯で

見られるエルニーニョ現象です。15 年ごとにペルーから

発生し、それにより国の様相はまったく変わってしまいま

す。ペルーの海岸部は基本的には砂漠地域ですが、エ

ルニーニョが発生する度に、全体的に大きく豊かな森に

なります。ただ残念なことに、そういった森は 4、5 年しか

もちません。エルニーニョは干ばつももたらし、高地に住

む人々の生活環境や、ペルーの主要産業の一つであ

るカタクチイワシ漁に影響を与えます。エルニーニョが

発生すると、冷たい水に棲むカタクチイワシは深海へ潜

り、南のチリの方へ移動するため、食用のカタクチイワシ

を収穫することができません。こういった状況に対応し、

イワシの代わりに暖かい水に乗って、ペルー沿岸部に

来る鮫を捕獲しています。 

三つ目のカテゴリーの自然災害は、アンデス山脈で

発生します。数多くの地滑りや雪崩があります。アンデ

ス山脈に住む人々は、最も気候変動の影響を受けてい

る人々です。雪が溶けることによって、この地域に住む

すべての命に影響を与えています。世界銀行によれば、

この 50 年間に地球温暖化の過程で気温を 2 度下げな

ければ、雪が溶け、川へ注ぎ込む水もなくなり、それに 

7
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環状の火山帯

地震

津波と火山

熱帯と亜熱帯地方

洪水, エルニーニョ
霜

干ばつ

アンデス山脈

動的地域

地質

地すべり

雪崩

液状化

気候変動

豪雨

強風

環境悪化

砂漠化

ペルーでの頻繁な自然災害ペルーでの頻繁な自然災害ペルーでの頻繁な自然災害

要因 災害災害

 

 

よって農業、そしてエネルギー生産もできなくなります。 

 

5.気候変動の影響 

これは、ペルーだけが直面している問題ではありませ

ん。既に他の南米の国々でもひどい状況であり、水力

発電に使用するための水の不足によって深刻なエネル

ギー不足にあります。 

 気候変動はペルーの砂漠化の原因である豪雨も引き

起こしています。沿岸部では、砂漠化により雨があまり

降りません。ご存知のように緑は雨をもたらし、そして雨

は緑を育てます。このサイクルのなかで、ペルーでは砂

漠化で緑が減っているため、雨が降らないのです。ペル

ーは、最近豪雨の被害に遭いました。そのため、本日

出席予定であった国家防災庁（ＩＮＤＥＣＩ）のルイス・フ

ェリペ・パロミノ長官は出席することができませんでした。

彼は2008年の会合の主催者として、すべての経験やア

イデアをこの会議にいかそうとしていました。本日は残

念ながら出席できないため、それらを私に託されました。

彼に代わってこの発表ができることを、大変光栄に思っ

ています。 

また、ナスカプレートとアンデス山脈の間にある海溝

によって、火山活動だけでなく、地震や地滑りによる自

然災害が引き起こされています。ナスカプレートは南米

のチリ、ペルーから、北米のカリフォルニアまで延びて

います。このプレートの影響により、最近、カリフォルニ

アで震度 6 程度の地震が起きましたが、幸い被害は小

さくすみました。 
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構造プレート構造プレート構造プレート

アンデス山脈範囲は、南アメリカとナスカプレートの間に位置し、アンデス山脈範囲は、南アメリカとナスカプレートの間に位置し、
標高の高い山脈と深い傾斜が自然災害の頻度と激しさを増大する標高の高い山脈と深い傾斜が自然災害の頻度と激しさを増大する

 

 

お話したように、気候変動はペルー高地に数々の影

響をもたらします。その影響は今日の経済だけでなく、

未来の世代の生活にまで及びます。氷河がなくなって

しまうと、農業、動物相、エネルギー利用に期待をもつこ

とは難しくなります。将来、ペルー、ボリビア、そしてチリ

といったラテンアメリカの国々では、限られた水を農業に

いかに利用するか、またエネルギーにガスや原子力を

活用しない場合は、限られた水資源をいかに利用する

かを話し合わなければなりません。私たちは、コペンハ

ーゲンでの会議（COP15）に期待を寄せていました。京

都議定書に対する重要な前進が見られることを期待し

ていました。残念ながら、結果は期待していたものとは

違っていましたが。 

 

6.地震対策 

防災の観点からは、建築システムの対策を行いまし

た。私たちが採用したのは、柱を補強するＲＣシステム

です。これは基本的には、鉄の横木とコンクリートを使用

しています。1970 年のペルー北部とリマが被害を受け

た地震では、主にＲＣの技術を使っていなかった建物が、

地震の被害を受けました。これは、私たちが学んだ最も

悲劇的な教訓です。この教訓に基づき、特に建物の被

害という地震被害に備えて、多くの政策を採択しました。

ＰＲＲ計画(建造物修復・強化計画)という、2500 のプロジ

ェクトを立ち上げました。1970 年から 1974 年まで、多く

の建物が建てられました。このＰＲＲは、建造物を新しく

建てる際に使う、耐震技法に基づいています。 

 

19701970年ペルー地震からの教訓年ペルー地震からの教訓

柱と梁の無いレンガ造の建物は非常に脆弱

 

 

7.今後の課題 

現在最も重要なことは、私たちが対応しなくてはなら 

ない地域があることが、はっきりとわかっているということ

です。最初に、経験を共有することは、気候変動と防災

に立ち向かうために非常に重要です。また、能力開発も

先進国と発展途上国の両方にとって重要な責務であり、

ともに協力していく課題です。限られたいくつかの国に 

 

追加された2つの小さな
RCせん断壁に注目

PRRPRR
等角図法等角図法

 

19701970年から年から19741974年にかけて発展された年にかけて発展された
25002500の修復・強化（の修復・強化（PRR)PRR)計画計画

1階建ての被害想定の例

大半はレンガ造りの1階建て
と2階建ての建物

 

耐震補強の例 
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19741974年のリマにおける応用例年のリマにおける応用例

修復中(左下)と修復後
(下)の2階建て建築

壁密度

柱有りの壁

柱無しの壁

壁への被害

柱ありの壁
柱無しの壁

柱無しの壁
壁に垂直 壁に平行

柱ありの壁
壁に垂直 壁に平行

被害の程度
０）壁への被害なし
１）亀裂
２）ひび（１ｍｍ以下）
３）ひび、ずれ
４）部分的倒壊

 

 

任せるのではなく、一緒に影響を受けているのですから、

こういった状況に一緒に立ち向かっていく必要がありま

す。 

必要とされる対策はいくつもありますが、そのうちのひ

とつである IISEE（国際地震工学センター）の耐震・地震

研修という、東京大学の武藤教授が実施した日本のシ

ステムが効果を発揮しました。 

私達は他の国の経験をなぞらないように、ペルー独 

19
TFEPTFEP

ペルーでの校舎と地震にペルーでの校舎と地震に
対する安全性対する安全性

1990年フィリピン地震や、1999年集集・台湾地震と同じように、1996
年ペルー･ナスカ地震の際、被害のあった約半数のRC建築物は学校
だった。
1997年に校舎に重点をおいた新建築基準法が採用あれ、2箇所変更
が導入された。
許可されていた水平力は、0.010から0.007に縮小された
災害時、校舎は単に重要だけでなく、欠くことのできないものと考
えられ、用途係数“U”の値が1.3から1.5に増加された。

2001年ペルー・アレキパ地震と2007年イカ地方(ピスコ)地震では、
1997年の新建築基準法で建設された校舎被害はなかった。

 

校舎、2007年ペルー・イカ地方(ピスコ)地震

イカから北へ4kmのサン・ホセ・デ・ロス・モリノス
左: 短い柱によって被害を受けた、1997年地震規則によって立てられた建物

右: 新1997年地震規則によって立てられた無傷の建物

 

1960年代の日本の壁密度の概念 (IISEE).
水平RCせん断壁の効果 (東京大学・武藤
教授 1962).
3500の事例研究のRC柱・梁の影響調査：
修復された2500軒；柱が無く倒壊または大
きな被害を受けた500軒超；そして被害をう
けなかった500軒

35003500の事例研究の結果の事例研究の結果

データデータ: : 

壁密度

柱無しの壁

柱ありの壁

壁への被害

被害の程度

０）壁への被害なし

１）亀裂

２）ひび（１ｍｍ以下）

３）ひび、ずれ

４）部分的倒壊

 

 

自の戦略を認めなければなりません。他の国の経験か

ら学び、また自分達が抱えている問題に対する独自の

回答を打ち立てようとしています。互いの政策から学び

あうこと、能力開発,そしてこの会議の最も重要な点であ

る民間企業とのパートナーシップ、参加に基づいたそれ

ぞれが抱える、異なる現実に対する異なる回答が必要

です。行政だけの責任ではありません。つまり市民社会

と民間企業の責任でもあります。 

こういった会議の一環として、どうにかして国際経済

機関を巻き込むことが重要だということも付け加えたいと

思います。ペルーは 2008 年の会議のときに、アジア太

平洋地域の発展に対するコミットメントにこういったアイ

デアを発表しました。アジア太平洋地域の発展だけに

関するコミットメントではなく、防災や自然災害リスクの防

止に対するものでもあります。ベストプラクティスは非常

に重要です。そしてまた、次世代の将来を守るためにも、

総括的で、長期的な構想、そして多面的な見通しが必

要だと思います。 

* In in thousands of inhabitants

ペルーペルー 1998 1998 -- 20092009
持続可能な都市プログラム持続可能な都市プログラム (SCP)(SCP)

1998年11月から2009年12月まで、SCPは上記133都市の災害予測図、国土利用計画、災害軽減計画を作成した。
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24
TFEPTFEP

災害への備えタスクフォース会議災害への備えタスクフォース会議災害への備えタスクフォース会議
第2回 APEC 危機管理, CEOフォーラム 2008 第第22回回 APEC APEC 危機管理危機管理, CEO, CEOフォーラムフォーラム 2008 2008 

 

 

30

TASK FORCE EMERGENCY PREPAREDNESS MEETING TASK FORCE EMERGENCY PREPAREDNESS MEETING TASK FORCE EMERGENCY PREPAREDNESS MEETING 

TFEPTFEP

20082008年年88月月1515日日 リマリマ
災害への備え会議災害への備え会議災害への備え会議

TFEPへ災害リスク軽減戦略を提出

 

 

34
TFEPTFEP

戦略実施のメカニズム戦略実施のメカニズム戦略実施のメカニズム

構成構成::
I. 手段計画

1.  1.  戦略計画戦略計画 2010 2010 –– 20152015
2.  062.  06年業務計画年業務計画
3.  3.  作業計画作業計画 20102010

II. 監視システム

- 戦略ラインで提案された指標の作成

III.  組織

- 調整: 運営委員会運営委員会 TFEPTFEP

IV.  プログラム、事業、活動の資金
1.  APEC1.  APEC内内
2.  2.  国・地域からの拠出国・地域からの拠出
3.  3.  国際協力組織からの拠出国際協力組織からの拠出

 

35
TFEPTFEP

20102010 20112011 20122012 2014201420132013 20152015

20102010

指指

標標

アジア太平洋地域の災害リスク軽減、備え、アジア太平洋地域の災害リスク軽減、備え、

緊急対応の戦略緊急対応の戦略 2009 2009 -- 20152015
実施過程実施過程実施過程

戦略計画戦略計画 2009 2009 -- 20152015

年次業務計画年次業務計画年次業務計画

運営委員会運営委員会
TFEPTFEP
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APEC 各国・地域の報告：ロシア 

「自然災害および人為的災害リスクの減少」 

プチコフ・ウラジーミル・アンドレヴィッチ 

ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省 

次官兼官房長 

 

1.はじめに 

第 4回APEC防災CEOフォーラム／UNCRD国際シ

ンポジウムにご参加の皆様方に、ご挨拶を申し上げま

す。この会議に参加できること、そして個人的には、本

日１９９５年の壊滅的な地震被害から新しく生まれ変わ

った神戸への訪問ができたことを大変光栄に思っており

ます。ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省

（EMERCOM）を代表いたしまして、この美しい都市に住

む方々が災害に見舞われることなく、平穏で豊かな生

活をおくられる様、お祈り申し上げます。 

 

2.現代の複雑なリスク 

残念ながら社会も国も、以前に比べより多くの自然的、

人為的災害のリスクに面しています。アジア太平洋地域

は、その地理的、気候的条件により、災害に対して脆弱

であるといわれています。緊急事態は複雑であり、特に

予防対策を講じるためには、国際社会が協力する必要

があるように思います。普段の生活で、人々は多くの問

題や脅威に向き合っています。通常、災害は人々に季

節や環境を気づかせるという特別な役割を担っていま 

す。特にロシアの場合では、春夏秋冬、四つの季節が 

 

人間と習慣

人為的災害

環境による災害

自然災害

軍事的脅威テロの脅威

 

図１ 自然的・人為的脅威 

 

ありますが、これにより非常時の予防策には特別な配慮

が必要です。また、地球規模で起こる災害の動きの分

析では、科学技術の危険性や自然災害、政治的・経済

的な危機がますます増加していることが明らかになって

います。２１世紀の脅威は複雑で、自然と科学技術の相

互依存、そして政治、経済、社会、科学、工業リスクの

複合体です。したがって非常事態は増加しており、マス

メディアや科学技術、生物的・社会的領域のような、歴

史をもたない新たな脅威が激化しているといえます（図

１）。 

現代における脅威の複雑さは、そのグローバルな性格

のため、各国、地域の安全を保障する新しい試みが必

要とされています。そのため市民の安全保障の分野で

は、全ての領域において、統一のプロセスがとられてい

ます。ロシアを含め、世界のほとんどの国では、この問

題を国家安全保障の重要な要素であるとしています。

主な人為的な脅威や自然災害等の危機の影響は、共

通の対応方法を生み出します。そのため、国の特別な

プログラムに沿い、また国際協力の枠組みにおいて幅

広い活動が展開されています（図２－１，２－２）。 

 

 

 

図２－１ 現代における脅威の例 
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図２－２ 現代における脅威の例 

 

3.ロシアの災害と国家防災システム（RSDM） 

 20 世紀の終わり、21 世紀の初頭、ロシア領土で大変

な数の人為的災害、自然災害、そして火災が起こりまし

た。地震、洪水、旱ばつ、森林火災、深刻な寒気といっ

た、様々な自然災害でした。そういった災害により、年

間の平均経済損失は高いものでした。自然災害や人為

的な災害、火事の被害原因から、国民、領土、そして経

済の安全を確保するための、特別な組織の形成が必要

とされました。ロシアは特別な機関を設立し、市民による

市民保護活動を支えるために、必要とされる経済的、物

質的資源を供給しています。市民を守るための国の役

割は、何よりもまず機関や組織間のシステムをつくること

です。自然災害、技術的な安全保障の分野での政策を

施行するにあたって、ロシア国家防災システム（RSDM）

が重要です。これは、特に災害や危機と戦うための国の

システムです。自然、産業分野のロシアの国家的安全と

いう目的を達成するために設立され、自然災害、人為

的な災害を引き起こす潜在的な危険要因に対する安全

性を高めています。地方行政, 産業、経済界の団体や

機関といった様々なレベルで、ロシア国家防災システム

は国の基幹を形成しています。 

 

4.ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省 

（EMERCOM） 

 ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省の努力と、そ 

の調整的な役割によって、a)市民保護と消防の分野で

の法的規制枠組みが設立され、b)効果的な管理組織、 

緊急事態の防止と救済、
民間防衛、消防サービスの

統一された
国のシステムの創設

安全の分野の
法律、基準の制定による
秩序だった土台

国民の保護と領土の
分野における
国際協力の拡大

国民の生命活動を守るため
に特別に訓練された
部隊の設置

安全の分野での
物質的・経済的支援活動

の強化人々の生命活動の分野における
監視と運営機能の実現

 

図３ 安全保障分野の国家政策 

 

先進技術、そして緊急救援活動のための部隊が設置さ 

れ、c)国民が訓練を受けるためのユニークなシステムが 

設立されました。また、ロシア民間防衛・非常事態・災害

復旧省は、民間防衛部隊、国の消防活動、国による水

系を対象とした検査、航空、訓練、医療、その他多くの

機関をつないでいます。ロシアの社会と経済の発展に

は、産業的、環境的な安全が不可欠です。これは管理

システム、安全保障、予測される緊急事態への対策が

確立され、さらに発展していくことにかかっています（図

３）。 

 

5.非常事態防止のための国家プロジェクト  

 これらの問題に取り組むために、経済やインフラの安

全を実現するためのシステムを改善する、国家プロジェ

クトが立ち上げられました。経済とインフラの安全を実現

するためのシステムを改善する計画は、潜在的な災害

原因の監視や活発な産業発展の領域、迅速な対応の

ためのデータや軍を監視する地域センターの設立等を

通して、安全保障を実現しています。このプロジェクトの

目的は、石油やガス工場、核施設、石油やガスのパイ

プライン、発電所等といった、潜在的な災害原因に対応 

する非常事態防止システムをつくることです。このプロジ

ェクトは非常事態リスクを減らし、持続可能な発展を図る

ためにも立ち上げられました。 

 

6.法的な規制 

 国民と領土を緊急事態から守る政策の施行にとって、
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極めて重要なのは法律体系です。現在、非常事態の軽

減といった分野における活動に対する法規は、連邦政

府レベルで600、地域レベルで2500以上あります。なか

でも、最近採択された決議で最も重要と思われるものは、

‘技術的な規則に関する連邦法’です。これは我が国で

はじめて、リスクの分類にそって技術的な必要条件が定

義された法律です。こういった規定は、火災安全の必要

条件、技術的な規則、市民保護、給水施設についての

連邦法にも、既に反映されています。火災安全の必要

条件についての連邦法（2008 年 7 月 22 日、123Ｆ－Ｚ）

では、多くの深刻な問題についての解決方法、火災安

全についての原則と技術的な要求を定められています。

この法律は基本的な法律の一つで、火災安全と市民保

護の分野でリスク評価の基礎となっています。 

 

7.国家危機管理センター（NTSUKS） 

 共同のシステムによって災害管理における理論と実践

が確立、発展し、法律によって決められた当局や政府、

機関、部隊等、それぞれのレベルの任務が確実におこ

なわれることで、緊急事態のリスクの発生を減らし、同時

に上記のような関連組織が、緊急事態への対応準備が

できている状態にしておくことができます。ロシアはここ

何十年、非常時のリスク軽減のため、実践的な戦略をお

こないました。国家防災システムの監督下である国立危

機管理センター（NTSUKS）の設立は、相互機関的な調

整をはかる際に重要な貢献を果たしています。国立危

機管理センターは、情報資源と機能的、地域的なサブ

システムの能力を統合するために、新たな時代の様々

なレベルの複雑さを管理しています。そうすることによっ

て、協力体制や運営管理、防災や非常時対応といった

課題を解決しています。こういったセンターの主な目的

は、非常時におけるロシア民間防衛・非常事態・災害復

旧省による効率的な管理を確保し、またそれを継続させ

ることです。 

 

8.非常事態対応の取り組み 

8-1.様々なシステムの導入、活用 

 ロシアでは、被害者に緊急支援をおこなうために、非

常時のサービスとして単一の電話番号が導入されまし

た。これは現在、ユニバーシアード（カザン、2013 年）、

ＡＰＥＣサミット（ウラジオストック、2012 年）、冬季オリンピ

ック（ソチ、2014 年）といった国際的なイベントを準備す

るにあたり特に重要です。 

また非常事態を避けるために、監視システムが導入さ

れています。そのひとつが、全ロシア非常事態監視予

測機関（Center Antistikhiya）です（図 4）。これは、環

境的な非常事態の監視をおこない、災害の予測と引き

起こされる状況、その後の復興と、ロシア領土で起こっ

た非常事態のデータ分析をしています。放射性、化学

性、生物学的（細菌学的）汚染の兆候を早期発見する

ために、監視システムと研究所試験（SNLK）があります。

津波を常時監視しているセンターは、ペトロパヴロフスク

＝カムチャツキー、ユジノ＝サハリンスク、ウラジオストッ

クの三箇所にあります。また、緊急事態の人工衛星によ

る監視システムは、森林火災、石油流出、地滑り、土石

流や他の自然災害、人為的災害の発見を目的としてい

ます。さらに、エンジニアリング・システム、潜在的な災

害原因や大規模な人々の集団を監視するセンターもあ

ります。 

 また、強い地震による影響の迅速な調査のため、 

‘Extremum’というフルタイムのグローバル地理情報シ 

ステムを開発しました。1996年から国連とEUそしてCIS

（独立国家共同体）によって運営されており、災害のよう

すや被災者数、被害状況、被災地への人道救援活動

の必要性、人命的援助の情報を提供しています。その

ほか、建物や構造物の耐震性を評価し、地震等の災害 

 

41,3
2

35,4
241,3

2
35,4

2

図 4 全ロシア非常事態監視予測機関（Center Antistikhiya） 
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後の使用可能性・寿命をはかるために、‘String’という

可動式の診断装置を開発しました。これは、ドイツやトル

コ、イタリア、ギリシャ、アゼルバイジャン等の人道援助

活動中に試用されました。 

 

8-2.先進技術を利用した防災訓練 

 非常時の火災救助隊の対応を改善するのに重要な方

法の一つは、防火施設の状況を担当の部隊と制御セン

ターから直接入手し、それを救助隊員と、警報を発令す

る監視施設に渡すことです。そして効果的な安全対策

には、公的機関だけでなく非政府・民間組織を巻き込

むことが必要で、ロシアではこれを‘安全保障サービス’

と呼んでいます。この安全保障サービスによって、人々

の安全を確保するという過程における政府組織の関与

は大幅に減るでしょう。非常時におけるリスクを減らす基

本的なことの一つは、自分自身を、そして他人を助ける

こともできる防災訓練であることは明らかです。訓練を実

施するにあたり、EMERCOMは安全な生活という文化の

領域で、以下のような先進技術と情報技術を取り入れて

います。 

- 相互的なマルチメディア訓練装置、シュミレーター、

ゲームの開発 

- 意思決定支援、管理、状況分析のためのシステム

の開発 

- 自動化された訓練センターの設置と発展 

混雑した場所で公衆に災害情報を伝え、警報を出す

ためのロシア全土の総合的なシステム（OKSION）も開

発され、これもまた現代の情報伝達技術に基づいてい

ます。（レーザー装置の利用や、SMS 警報の開発） 

 

9. 防災分野での国際協力 

ロシアは自然的、産業的安全の分野で、積極的に国

際協力・協調にも参加しています。ロシア民間防衛・非

常事態・災害復旧省は、社会の持続可能な発展に取り

組み、良好な環境、人権を守り、そして災害被害者へ人

道的支援をおこなうことによって、その役割を果たしてい

ます。ロシアは国際人道活動において徐々に積極的な

役割を担っています。救援そして国際人道活動におけ

るロシアの行動は、国際社会の活動に組み込まれてい

ます。防災と非常事態対応の分野で、ロシアが行ってい

る国際協力の重要な点は、国際機関、政府機関、そし

て防災分野に取り組む国連の専門機関やその他組織と

相互関係を保つことです。相互関係の枠組みにおいて、

ロシア民間防衛・非常事態・災害復旧省は米国やフラン

ス、イタリア、スペイン、ポルトガル、スイス、ギリシャ、トル

コ、日本、ベトナム、インドといった国々と積極的に協力

しています。市民の安全保障のための国際協力活動に

ついての分析では、持続可能なさらなる協力体制が必

要だと示しています。今後 10 年間に適切な防災対策を

とらなければ、自然災害や技術的な災害が引き起こさ

れ、経済損失はますます増加し、世界の GDP 成長と同

じになるだろうという、専門家の見解もあります。国際協

力をより進めていくため、また自然災害の甚大な被害を

減らすために、以下の事柄に取り組んでいく必要があ

す。 

- 非常事態の被害評価方法の確立 

- 近隣諸国との情報交換システムの確立 

- 災害時、緊急事態対応部隊の設置とその枠組みの

設定 

- 救援手段と科学技術を利用した救援技術の標準化 

- 非常事態の監視と伝達の国際的な基準 

 

10.最後に 

緊急事態に対応する組織や機関は、広域で多層的

な課題を解決しています。また、地域経済との協調や連

携が必要になります。私はこのようなフォーラムが自然

災害や人為的災害の分野において、すべての国と地域

が共通で正に直面している問題に対する、より深い理

解と新しい視点をもたらし、また APEC 地域の計画や事

業の実現、APEC 地域の発展に貢献するものと確信し

ています。非常事態のリスク軽減に関する、このフォーラ

ムの成功をお祈り申し上げます。  
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国際防災シンポジウム 2010 
第四回 APEC防災 CEOフォーラム 

APEC 各国・地域の報告：中国 

「四川大地震後の地方における住宅復旧と復興と、コミュニティ防災の紹介」 

 

方志勇 

中華人民共和国国家減災委員会 副主任 

 

1.はじめに 

本日はこのような場において、2008年 5月 12日に発

生した四川大地震の地方における住宅復興について、

またコミュニティにおける減災戦略について発表をする

ことができ大変光栄に感じています。 

 

2.四川大地震と住宅復興 

まず初めに、四川大地震とその後の住宅復興につい

て紹介いたします。2008年 5月 12日 14時 28分（現地

時間）に中国四川省をマグニチュード8.0の地震が襲い

ました(図 1)。このブン川地震とも呼ばれる地震は、中華

人民共和国建国以来もっとも広範囲な地域を襲い、災

害救助に最大の困難をもたらすことになりました。対応と

復旧に関しては、以下のような災害の特性があったこと

を考慮しなければなりませんでした。 

1) 広範囲な被災地： 四川、甘粛、陕西、重慶、雲南等
10 省（区、市）以上にまたがる 500,000 平方キロメート

ルが被災した。深刻な被害を受けたのは 132,000 平方

キロメートルに及ぶ。  

2) 高強度： 最大震度は中国地震測定における６であ

った。また 30,000 回以上に及ぶ余震が発生。 

3) 対応と復旧活動の高いリスク：地すべり、瓦礫崩壊

や地震湖など頻繁におこる二次的災害が発生。13,000

箇所以上の災害が起こる可能性がある地理的箇所があ

り、35 の比較的大きな規模の地震湖が残されていた。  

4) 多大な損失：地震によって 69,227 人死者、そして 

17,923 人が行方不明者となった。 全体の経済的損失

は 852.3 億人民元であり、四川と甘粛、陕西における
直接的経済損失は 8,451 億人民元（約 1240 億ドル） 

5) 移転の困難：甚大なインフラ設備や地方の住宅が破

壊された。復旧と復興をするには大変な努力が必要で

あった。191万戸が再建を必要とし、356万戸が修復もし

くは補強の必要性があった。 

同時に、農村住宅の復旧と復興は中央政府の統一

的な命令と様々なレベルと部局による科学的な計画に

基づいて後押しがなされてきました。これまでに、崩壊し

た農村住宅は四川、甘粛、陕西においてほぼ再建がな
されました。またすべての被害を受けた住宅においても

修復又は改修が行われました。農村住宅の復旧と復興

は 2010 年の春節前には終了する予定です。 

 

3.復興対策と支援 

これまでの過程において復旧と復興の後押しをする

ために様々な復興対策、支援が行われました。まず中

国政府は 33 部局を中心とした復旧復興調整グループ

を設立しました。このグループは震災後の復旧と復興活

動に関しての全体的な調整の責務を担いました。それ

ぞれの部局は各責務を担っており、民生部は政策立案、

計画、資金と管理も含めた農村住宅の復旧と復興を担

当しています。 

 

2008年 6月、中国政府はブン川地震復旧・復興条例

を施行し、震災後の復旧と復興の方針を示しました。そ

して 2008 年 9 月には、ブン川回復・復興のための総合 

 

 

図１ 四川大地震発生後のようす 
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計画が発表されました。同時にブン川地震における都

市と農村宅住建設の回復・復興特別計画が発表され、

その計画によって被害をうけた農村住宅は 2 年以内に

再建されるべきだと明記されています。  

復旧と復興において、中国政府は様々な資金援助の

方法を提供してきました。中国政府からの資金援助に

関しては400億元（世帯当たり 1万元）が 2008年 6月 3

日より政策の実施の一部として地元政府を通して農村

住宅再建のためのプロジェクトとして配分されました。ま

た中国政府は対口支援、社会的寄付、ローンなどの資

金システムを設立させました。 

これらの中で世界的に共有されるべき経験としては震

災後の復旧・復興を加速させる目的で取り入れられた

対口支援という仕組みでしょう。これは“ひとつの市や省

がひとつの県を”を支援することを基本として、被害をう

けた２４県が任命された自治体から特別な支援が受けら

れるものです。この支援には農村住宅や道路、橋、水

や電力供給などの再建が含まれています。復旧と復興

の過程において、農村住宅、道路、生態環境は

HJ-1A/B という特別な衛星画像や緊急時に入手した衛

星画像、又は、無人飛行機画像などが科学的に用いら

れ評価、監視されています。 

 

2008年ブン川地震後、中国は国際社会から大きな援

助を受けました。170カ国、地域以上そして20以上の国

際団体が 44 億元にも上る資金と支援物資を中国に届

けてくれました。また宇宙航空研究開発機構（ＪＡＸＡ）な

どは国際災害チャータを通じて、40 シートの衛星画像

の提供を行ってくれるなどの技術的援助もありました。

中国政府、また人々を代表しまして、皆様の支援に深く

感謝をいたします。 

 

4.コミュニティ防災の推進 

復興とは別に、中国政府はすべてのレベルにおいて

災害軽減のためのしくみを立ち上げるべく努力をしてい

ます。この取り組みは国中に少しずつですが共有され

ています。また多くの地域が地元レベルにおいて災害

軽減のためのグループや機関を立ち上げています。こ

のような地域では脆弱的なグループ（子ども、お年寄り、

身体的障害者）の保護のための対策を含めた災害軽減

のための基準と規則を整備したり、ボランティアの育成

などが行われています。中央政府の計画も災害に対し

てのコミュニティの組織化を奨励しています。「不測的な

公共の危機に対する緊急対応の一般的概要」「自然災

害の国家緊急救助計画」又は地元政府によって定めら

れた緊急対応計画などによれば、コミュニティは地元の

環境、考えられるリスクや災害の頻度、またコミュニティ

の特性などの視点からみたコミュニティ緊急対応計画策

定のために地元政府から指導を受けるでしょう。これら

の指導によって、コミュニティは様々な状況に応じて災

害訓練などの準備が行えるようになるのです。 

政府の資金援助と公共の活発な参画によって、公共

の施設において減災を進めるために、コミュニティは公

園や緑地またはその他のオープンスペースを使用して

の緊急避難所の設置を行ったり、緊急避難サインと説

明掲示ボードの設置、防災のための施設と同様に公共

の教育施設、必要な消火設備の設置、命を救うための

器具を伴った防災のための施設などを進めていくでしょ

う。これらの活動は公共の防災施設や器具を改善する

のにつながり、コミュニティ防災の大きな機会となるでし

ょう。 

コミュニティ防災のひとつの利点としては活動が文化

的な活動や地域的な特徴に組み込まれるかもしれない

ということです。コミュニティは防災教育を定期的に様々

な形で行えます。コミュニティ教育センターにおいて震

災後の防災のための教材、又は彼らの状況に沿った防

災教育計画の策定などが行えるでしょう。コミュニティは

また防災の軽減に関しての住民の意識啓発の強化のた

めに活動できるでしょう、それは彼らのまちを総合的に

災害に強くすることにつながります。 

2007 年には国家はコミュニティ防災実演活動を始め、

2008 年までに 283 のコミュニティが国家によって「国家

総合的防災実演コミュニティ」として表彰されました。ま

たこれらの活動が知れ渡ることによって国中にコミュニテ

ィ防災がさらに推進していくことにつながっています。 
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国際防災シンポジウム 2010 
第四回 APEC防災 CEOフォーラム 

APEC 各国・地域の報告：日本 

「東京駅業務市街地で考える都市管理の新時代」 

守 茂昭 

財団法人 都市防災研究所 事務局長 

東京駅周辺防災隣組 事務局長 

 

1.はじめに 

ご紹介に預かりました都市防災研究所の守と申しま

す。本日は、東京駅周辺の災害に備えた「企業間の共

助」という考え方による自主防災組織、「東京駅周辺防

災隣組」のお話をさせて頂きます。 

 

2.東京駅周辺市街地と新たな「公」の必要性 

東京駅周辺の回りは色々な企業が並んでいる業務

市街地となっており、日本を代表するオフィス街です。こ

こには大体24万人の勤務者が働いていますが、住んで

いる人は 19 人しかいないという、非常にアンバランスな

エリアです。昔からここで大災害が起きると、人はたくさ

んいるけれども、誰も何もしないということが起きかねず、

非常に危険な状態になるだろうと言われています。 

 安全の管理というのは行政任せにしていると、ある限

度から水準が上がりません。行政の職員の数というのは

限りがあるので、どんなにがんばってもやれるサービス

には限りがあります。「自助・共助の時代」と言いますが、

ある地区の安全管理の質を高めようとすると、その地区

の人が自分でやらなければなりません。したがって、公

務員の替わりをする民間人というのがその地域に登場し

てこないと、安全管理の質は高まらないということになり

ます。これを都市マネージメントの用語では、新たな

「公」といっています。つまり、公の役を担う公務員では

ない人が安全管理を向上させるためには必要です。 

 

3.活動趣旨  

環境問題、及び防災問題ともに言えることですが、こ

れらは正業の外で頑張る活動です。そして努力した人

への見返りが、すぐに本人への金銭的な結果となって

かえってくるわけではなく、それでいて、花の植樹や環

境破壊のように、社会全体に対しては、なんらかの効用

や被害を生み出します。一時、公害問題は外部不経済

問題であるという風に言われましたが、そういう業務と業

務、ビジネスとビジネスの隙間にある活動は、企業の活

動を懸命にやるほど忘れてしまうという側面を持ちます。

東京駅周辺防災隣組では、何もしないでいると忘れてし

まうものを、努力によってなんとか回復し、また維持して

いくことを目的に、企業で勤務している人が勤務時間の

隙間を縫って集まり、活動しています（図１）。 

 

4.地域継続計画（DCP：District Continuity Plan） 

東京駅周辺隣組では、地域継続計画（DCP：District  

Continuity Plan）をコンセプトとして掲げています。これ

は、地区の機能を継続するための準備を意味します。６ 

年程活動していますが、主な活動は 1年に 1回集まり 

訓練をしています。 

昼間の都市はたくさんの人が集まっていますが、これ 

図 1 東京駅周辺防災隣組の主な活動履歴 

平成

15年

民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会・

官民の協調による災害に強いまちづくりに関する検討調査

「大手町・丸の内・有楽町地区モデル事業検討委員会」 
（地域継続計画：ＤＣＰ(District Continuity Plan)の提唱） 
第１回千代田区帰宅困難者避難訓練 

平成

16 年

第２回千代田区帰宅困難者避難訓練  
タウンミーティング in丸の内 

平成

17 年

都市再生モデル事業 
（ＤＣＰに基づく活動マニュアル、防犯ＱＲコード） 
第３回千代田区帰宅困難者避難訓練 
（英語による外国人訓練、在日銀行業界、米仏領事参加） 
第１回防災隣組全国会議 
（仙台、さいたま、神戸、横浜、飯田橋、東京商工会議所）

平成

18年

社会安全研究財団助成 
（ＭＬとＱＲコードによる情報配信等） 
第４回千代田区帰宅困難者避難訓練（英語による外国人訓練、

在日銀行業界、４カ国大使館員参加、改善非常食） 
防災・環境コラボレーション会議 

平成

19 年

第２回防災隣組全国会議（大阪、名古屋、新宿、渋谷、多摩

ニュータウン、さいたま、横浜、東京商工会議所） 
公的空間管理・利活用社会実験 
（防災ワンセグ放送、エコポイント活用実験、パネル展示等）

第５回千代田区帰宅困難者避難訓練 
（英語による外国人訓練、在日銀行業界、６カ国大使館員参

加、改善非常食、アイルランド大使表敬訪問等） 

平成

20 年

地方元気再生モデル事業（浅間山麓元気アップ事業） 
洞爺湖サミット対テロパトロール 
戦略的情報通信研究開発推進制度（SCOPE）地域 ICT振興型
研究開発（災害時第二通信網） 
第６回千代田区帰宅困難者避難訓練 
（英語による外国人訓練、在日銀行業界、英米防災担当官協

力、災害応援協力協定） 
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はある意味、仮の社会を作っていると言えます。動き回

っている人が作る仮の社会は、以前は例外的な存在と

考えられていました。しかし、段々人の移動が激しくなっ

てくると、必ずしも「仮」とも言えなくなり、仮の社会が昼

間の社会の中核となる生活が始まっています。我々はこ

の仮の社会を「暫定的コミュニティ」と呼んでいます。今

までの防災計画では、移動する市民の存在はあくまで

も例外的な存在であり、多数派になることは想定されて

いませんでした。またこれらの人々は、消火器の設置場

所等、被災時に必要とされる情報を持っておらず、スキ

ルの高い被災対応を期待することはできません。そのた

め、今後は不特定多数でも対応できる防災計画が必要

とされています。 

業務市街地における災害時の特徴としては、大量帰

宅困難者の発生が予想され、勤務者が緊急時、市街地

に滞った場合の被災対応が必要となります。これは、東 

京駅周辺だけでなく、多くの場所で大なり小なり登場し

てきている現在の生活の顔であると思います。 

 

ビル内のセキュリティに配慮したゾーニングの呼び掛け

TcsCC tries to divide building space to three zones

被災直後に最低３ゾーンに区分することが好ましい

開放ゾーン(Free Zone)
すべての通行者を受け入れる、ピロ
ティ、エレベーターホルなど

スタッフ・ゾーン(Staff Zone)
企業関係者、および企業が許可した人
物のみが出入りするゾーン

立ち入り禁止ゾーン
(Keep out Zone)
特殊な管理者のみが入れるゾーン
企業の貴重品を置く

 

図 2 ビル内のセキュリティに配慮したゾーニング 

 

対策として最も象徴的なことでは、外国の方に東京駅

の周りで被災した際の対応を説明するためのホームペ

ージを作っています。また被災時には、ビルの奥まで 

人が入り込んでしまうことになりかねず、企業のプライベ

ートな情報が流出してしまう危険性があります。そのよう 

な状態では、企業側にとっては被災者を受け入れる体

制をとることができません。そのため企業に対し、フリー

ゾーン、スタッフゾーン、キープアウトゾーンといった区

分を、被災後すぐにできるように、日頃からゾーン管理

をすることを呼びかけています（図２）。 

 

5.「DCP」実現のキー項目 

また、インフラ面では三点について検討を重ねていま

す。 

1. 安定的な電源の確保（電力会社のバイパス配線、

病院の非常用電源の共用） 

2. 安定的な通信の提案（災害時第二通信網） 

3. 安定的なトイレの提案（マンホールトイレ・耐震性ト

イレ） 

 

まず一点目は安定的な電源が必要だと考えています。

電力会社の配線に、一箇所が切れても他から通電でき

るバイパス配線というものがありますが、これは安定電源

を実現するための良い方法です。を取り入れる。最近は、

非常に新しい非常用の電源の技術が出来てきているの

で、被災時になっても電力を落とさないことも不可能で

はありません。このような重要な場所には、資本を投資

する価値があります。病院が集中している御茶ノ水では、

病院同士がお互いの電源やエネルギーを共有できる都

市設計が企画されました。 

二点目は、安定的な通信の提案です。被災時は、輻

輳（ふくそう）状態が起こり、通信施設が壊れていなくて

も通話が不能になります。これを迂回するために、IP 電

話網を利用し、自分と相手が特殊な IP 電話網に繋がっ

ている場合のみ、バイパス回線で話せる仕組みを活用

しようという取り組みがなされています。 

もう一つは、安定的なトイレの提案です。マンホール

の上にそのまま便器をつけるマンホールトイレや、被災

時でもビルのトイレが使えるような耐震性トイレは、コスト

を１、2 割増すだけで設置が可能です。そういったある

特殊な機能だけを安定化した施設を、適当な距離感で

作っておくと、被災復興の際に大きな力を発揮するだろ

うと思います。これらが私どもの組織の目指している活

動であり、自助、共助の一つの形ということでご理解を

いただければと思います。 
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パネルディスカッション「都市の安全と気候リスク」 

閉会の挨拶 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
〔パネルディスカッション〕  「都市の安全と気候リスク管理」 

 

ファシリテーター：  

国際連合アジア太平洋経済社会員会 情報技術・防災部 部長   宣 增培 

APEC／緊急事態への備えタスクフォース 共同議長    クウィントン・デブリン 

パネリスト： 

インドネシア国家防災庁 災害管理担当上級顧問    タブラニ 

オーストラリア緊急事態対応庁 局長     トニー・ピアース 

タイ国立災害警報センター 専門家     クリエングクライ・コヴァダナ 

国際連合地域開発センター 防災計画兵庫事務所 研究員   斉藤 容子 

 

〔閉会の挨拶〕 

国際連合地域開発センター 防災計画兵庫事務所 所長   安藤 尚一 
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パネルディスカッション  「都市の安全と気候リスク管理」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.所属機関、議題に関連する仕事内容の紹介 

 

宣 （以下、シュアン）： 

国際連合アジア太平洋経済社会委員会（ＵＮＥＳＣＡ

Ｐ）（以下、ESCAP）のシュアンです。我々の組織は、タイ

のバンコクに本部をおく、アジア太平洋地域で最大の国

連組織です。また、加盟国と事務局に特徴があります。

トルコからフィジー、モスクワからウェリントンまで、62 の

加盟国と準加盟国があり、8部門にわかれて 600人のス

タッフを抱える最大規模の事務局をもちます。 

昨年の7月、都市の災害についての専門家会合があ

りました。尾田氏の「洪水とともに生きる」、また守氏の

「都市災害の研究と管理」といった内容の発表にも関連

する会議でした。その成果について、少しお伝えしま

す。 

私達は都市について話すとき、地方と比較をしていま

す。都市部は学校、病院、劇場のような娯楽施設や、産

業施設、サービス業が集中しているため、都市災害は

多くの人々に影響を及ぼし、地方より大きな被害になり

ます。ですから、地方より多くの注意を払わなければなり

ません。また、都市災害を考えるとき、私たちは特別な

ニーズや注意を払う必要があります。守氏が報告のなか

で言われたように、化学物質がもれだしたり、水源の汚

染、その他諸々について特別な措置が必要になります。

そして、都市部は周縁化された人達、つまり多くのスラ

ムを抱えています。ほんの小さな災害であっても、社会

から取り残されたスラムでは、大きな犠牲を生む可能性

があります。このため地震や、洪水のような災害が都市

で起こった場合には、特別な配慮が必要です。 

本日は、こういった内容に関連した議論をさらに進め

たいと思います。基準づくり、専門技能の向上、そして

政策立案を通して、より良い解決策を見つけるために、

私たちは継続して都市災害に焦点をあてていきたいと

思います。また、これがESCAPが働き続ける目的でもあ

ります。本日参加されているESCAPのメンバーと一緒に、

皆様のために働きたいと思っています。 

 

デブリン： 

皆様、こんにちは。クイントン・デブリンです。タブラニ

氏とともに、APEC TFEP（緊急事態への備えタスク・フ

ォース）(以下、TFEP)の共同議長を務めています。

TFEP は、21 の APEC加盟国・地域が災害を軽減し、ま

た災害に対して準備、対応するのに大きな役割をもって

います。また加盟国・地域の災害への対応力を高めるこ

とが目的です。アイデアやモデル、教訓、ベストプラクテ

ィス（優良事例）を共有し、問題をいかに解決するかの

ガイドラインを策定しています。最近の活動では、被害・

損失評価、防災教育、災害時の協力について、APEC

全体のガイドラインを策定しました。 

 TFEP は、各政府がビジネスやコミュニティの防災力を

構築するのを支援しています。世界のほかの地域と同

様に、災害リスクの軽減に注目し、最近では各加盟国・

ファシリテーター： 宣 增培（ゼンペイ・シュアン） 
国際連合 ESCAP 情報技術・防災部 部長 

クウィントン・デブリン 
APEC/TFEP 共同議長 

パネリスト： タブラニ 
インドネシア国家防災庁 災害管理担当上級顧問 

トニー・ピアース 
オーストラリア緊急事態対応庁 局長 

クリエングクライ・コヴァダナ 
タイ国立災害警報センター 専門家 

斉藤 容子 
国際連合地域開発センター 
防災計画兵庫事務所 研究員 
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地域が集まった組織としていかに気候変動に対応して

いくかを検討しています。APEC は今回はじめて都市の

リスク管理に着目しますが、日本政府がこれを議題とし、

また APEC/TFEP で議論できることを喜ばしく思います。

そして、より考え、より協力的に動いていく必要があるこ

とだと思います。 

 APEC では、気候変動適応に取り組みはじめています。

特に一つあげますと、気象の科学者と防災担当が協力

することに取り組んでいます。防災担当が知りたい気象

や気候に関する情報を、システム開発をする科学者に

伝え、また将来起こる災害に備えるために、防災担当が

科学者に必要なデータを渡しています。 

 

タブラニ： 

皆様こんにちは、私はタブラニです。インドネシア国

家防災庁担当上級顧問を務めています。インドネシア

語で略して、BNPB と呼んでいます。この機関は、インド

ネシア共和国大統領の直轄の機関であり、大統領に対

して説明責任を持ちます。地元をはじめとして、国家的、

国際的な、インドネシアの全ての災害問題の管轄省庁

です。 

都市開発と気候リスク管理についてお話すると、都市

はある程度、社会や環境に悪い影響を与えます。これ

はインドネシアのケースですが、例えば農業分野のよう

に、都市が広がると環境的に重要で生態系の持続可能

性にとって必要不可欠な地域にまで及びます。水資源

の分野では、地下水を汲み上げ過ぎると、洪水の起こり

やすい地域を増やし、海水の侵入を招く地盤沈下が起

こります。インフラの分野においては、水道、ごみ、ガバ

ナンスと住宅の建設、インフラ設備の供給、そして公共

交通機関は、都市中心部における組織的なリスクを促

進します。土地利用変化と林業に関する分野では、イン

ドネシアにおける地球温暖化ガスの約 60％は、森林伐

採や森林劣化が原因です。また海洋分野では、海洋資

源の破壊によって炭素の吸収と放出に悪影響を及ぼし

ています。エネルギーの分野では、例えば人口や都市

の成長に合わせたエネルギー消費は、二酸化炭素の

排出を増やします。 

ファシリテーター：左、ゼンペイ･シュアン氏 右、クイントン･デブリン氏 

パネリスト：左からタブラニ氏、トニー･ピアース氏、クリエングクライ・コ

ヴァダナ氏、斉藤 容子氏 

 

これらがインドネシアで、実際に起きている具体的な例

です。したがって、気候リスクの管理は二つの方法でア

プローチが可能です。まずは気候リスクの軽減です。そ

して、もう一つは気候変動への適応です。気候リスクの

軽減というのは、地球温暖化をおさえることによって、気

候変動の影響を回避する努力です。私達はどうやって

CO2の排出量を減らすことができるでしょうか。都市開発

や都市活動のなかで、どうやって炭素の吸収能力を高

められるでしょうか。二番目は適応です。これはあらゆる

分野で、気候変動に対応するために生活スタイルを調

整することを意味します。 

気候リスクの管理は、災害リスクの軽減にとって非常

に重要であり、私達は既にそのための国のアクションプ

ラン（行動計画）を策定しています。災害リスクの軽減は、

気候リスクの軽減です。また政府、民間部門、NGO を含

むビジネスセクター、そしてコミュニティといった、全ての

分野からなるプラットフォームを作っています。減災には

コミュニティの参加が重要です。そして特に気候リスクの

管理を焦点にした、気候変動のための国民議会やアク

ションプランをもっています。そして全てのプログラムや

活動に対し、年ごとに実施者が明確に決められていま

す。 

 

ピアース： 

オーストラリア緊急事態対応庁の局長をしております、

トニー・ピアースです。自然災害や感染症等、緊急事態



   

- 38 - 

に対応する、オーストラリアの国と州政府の災害対応機

関です。また、外交・貿易省や国際援助団体である Aus 

AID とともに、オーストラリア国内の各州のリソースや団

体が、海外に展開する支援をしています。 

 国の発展や、本日既に話された多くの問題に取り組

む方法として、現在オーストラリア国内では、二つの側

面があると思います。一つは国をあげて展開している、

災害復興力枠組みです。私たちは連邦制なので、州や

準州のプログラムと政府の復興プロジェクトを一つにし

て、国のプラットフォームをつくり、それを国のシステムと

して採用しています。中央政府はありますが、緊急時の

対応は各地域レベルであり、また各州は立法権限、州

憲法に対する責任、リソースをもっています。したがって

政府の責務は、州や準州に影響を与え、支援し、また

政府が示す取り組みを採択できるよう資金提供をおこな

うことによって、国のどこにいても同じ緊急対応ができる

ような、国としてのプロセスを確立していくことにあるとい

えます。もう一方の最近の取り組みとしては、タブラニさ

んからもありましたが、気候変動適応のためのアクショ

ン・プラン（行動計画）があります。各州が州憲法に対す

る責務があっても、これは各州をまたがって行わなけれ

ばならない取り組みです。これがオーストラリア国内の状

況です。 

 他には、地域的にパートナーを組んで行っている取り

組みがあります。都市リスクや都市と気候リスクといった

問題に対する取り組みです。オーストラリアとインドネシ

アの減災機関で、同席している私の同僚が、ここ数年コ

ンサルタントを務めているこの機関は、2008年11月、ペ 

ルーのリマで開催されたAPECの会合で、オーストラリア

の首相とインドネシアのユドヨノ大統領によって、設立が 

合意されました。この機関は、現在ジャカルタで活動し 

ています。三部門のうちの一つは、リスクと脆弱性にター

ゲットをおいています。主な自然災害の危険要因や、イ

ンドネシアに重点をおいたリスクを見つけ数量化するた

め、地元や地域の科学的、技術的能力の開発支援をし

ています。ここから得られた情報は、国レベル、あるいは

地方レベルの防災担当のトレーニングや計画の策定に

役立っています。そして重要なことは、ここでの成果が

APECやASEAN、そして国連との協力体制を通じて、他

 

 

の地域にも共有されることだと思います。 

 また、数々の国際気候変動適応の取り組みがあります。

APEC諸国・地域間の協力的な取り組みの例を伝え、効

果的に適応することによって、起こりうる気候関連災害を

予測します。この取り組みのひとつとしては、太平洋気

候変動科学プログラムがあります。これは特定地域での

気候ダウンスケーリングを含む、将来の気候を見越した

地域計画を開発することを目的としています。二つ目は

太平洋適応戦略援助プログラムです。これは地域諸国

の能力開発を通じて、優先適応戦略を支援することを

目的としています。また基準値データの開発と事例研究

を対象とし、たとえば現在開発されているプロジェクトで

は、気候変動が地下水に与える影響や、広域網に影響

を与えるような重要な問題を評価する機関やコミュニテ

ィの能力を強化しています。そして最後は、オーストラリ

アが地域のパートナーと組んでおこなっているフィリピン

での災害リスクの軽減と気候変動適応のプロジェクトで

す。これは減災についての能力開発の重要な例です。

プロジェクト名は、‘READY プロジェクト’といい、正式な

名称は「コミュニティに根ざした効果的な災害リスク管理

のためのハザードマップと評価」です。このプロジェクト

では、フィリピンにおいて脆弱な地方自治体と都市に権

限をおき、地方で災害リスク管理計画をたちあげられる

ようにしています。重要な技術機関と国の災害調整委員

会を協力させ、各コミュニティの方針にしたがって自然

災害リスクに関する情報を集めています。 

 このように、オーストラリアは本日ここで議論するような

問題を解決していくために、国内のプログラムを実施し、
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また地域のパートナーと協力しながら取り組みをすすめ

ています。 

 

コヴァダナ： 

皆さん、こんにちは。私はタイから参りましたコヴァダ

ナと申します。以前は気象庁の副長官をしておりました。

現在は専門家として、タイの国立災害警報センターに

おります。天気予報、気象予報が専門の分野になりま

す。 

 2004 年 12月 26 日、インド洋で起きました最悪の津波

災害の後、タイ政府は国立の災害警報センターを設立

しました。ですので、まだ 3、4年しか経っておらず、動き

始めたばかりです。当初は、津波だけを対象としていま

した。というのも、当時タイの人々にとって津波というの

は、とても新しいものだったからです。タイでは、約 7000

人の方がなくなり、そのうち 50％が観光客でした。プー

ケットやパンガンといった観光地が被災地だったため、

最も多くの観光客がタイで亡くなりました。 

 私達にとって津波は新しい災害でしたので、多くのこと

を学ばなければなりませんでした。もちろん多くの災害

を経験していますが、その40％以上が洪水であり、台風、

そして地震はほとんどありません。 

 国立災害警報センターは、発足時は首相府直轄の組

織でしたが、現在は情報通信技術省の管轄になります。

最初の取り組みとしては、南の津波が起こる地区に沿っ

て警報塔を建設しました。その後、津波以外の災害の

ためにも、警報塔を設置し、地元の人々の災害教育を

おこないました。また、毎年津波の避難訓練を実施して

います。今年は、南部で台風の訓練を行いました。また、

いつ津波が起こるかわかりません。そのために、私達は

年間を通じてこういった避難訓練に取り組んでいます。

災害から逃れることはできませんが、もし再び津波が起

こったときにいかに人命を守るかということについて、組

織として全力で取り組みたいと思っています。 

 

斉藤： 

 国連地域開発センター（UNCRD）(以下、UNCRD)の

斉藤と申します。よろしくお願いします。私どもの組織は、

本部が名古屋にあります。地域事務所としては、アフリ

カ事務所、ラテンアメリカ事務所、そしてここ兵庫に防災

計画兵庫事務所があります。 

 防災計画兵庫事務所では、三つのプロジェクトを主に

行っています。「地震にまけない学校計画」、「地震にま

けない住宅計画」、「ジェンダーに配慮したコミュニティ

防災」という三つが大きなプロジェクトとなっています。先

日 15 周年を迎えた阪神・淡路大震災が大きな起点とな

り、兵庫県のご尽力で、1999 年に兵庫事務所を開設し

ました。私たちが震災で学んだコミュニティの力を、もっ

と他の国に広げていくことが必要ではないかということで、

ここ兵庫の地から他の地域や国に私達の学びを広げて

います。 

 地震だけでなく、洪水や干ばつといった他の災害にも

コミュニティの力というのは必要です。コミュニティの力を

考えながら、政府も一緒にやっていくことが必要なので

はないかと思います。現在、私達は気候変動に関して

のプロジェクトも始めています。スリランカでの雨水利用

に関するプロジェクトや、バングラデシュでサイクロンシ

ェルターの管理に関するプロジェクト等です。こちらが何

かをもっていくのではなく、阪神・淡路大震災の経験を

伝えた上で、その地域や文化にあったプロジェクトを一

緒に考えていくことを大切にしています。私達が決める

のではなく、例えば「防災計画をつくろう」という案があ

れば、計画を作る段階からコミュニティの人達と一緒に

つくっていくことが、一番大切なのではないかと思いま

す。また、コミュニティの声を政府に伝え、政策に反映し

ていってもらうというようなことを行っています。 

 

2.パネルディスカッション（第一部） 

 

 

 

質問 1： 

先進技術や手法を使った早期警報システムは、地

震よりも水害や気象災害において、減災効果がある

と言われています。私達はこれらの先進技術や通信

手段を、いかにして都会で孤立して生きるような脆弱

な人々に届け、また避難のといった必要な行動をと

らせることができるのでしょうか。 
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ピアース： 

 非常に大きな質問ですが、技術の問題が一つあると

思います。世界中で適応されている技術的な解決方法

はいくらでもあると思います。しかしながら、私はいかに

技術が良くても、またそれがどんなに進んでも関係ない、

という視点に立ち返りたいと思います。もし技術が適応さ

れたコミュニティが、そのリスク環境を十分に理解せず、

またコミュニティが向き合っているリスクに気づいていな

ければ、また彼らのおかれている環境において、緊急

事態の被害を減少させるために、様々な減災活動を行

なわなければ、技術を利用して得られるものは無駄なも

のになるでしょう。 

 もう一度言いますが、技術そのものは進んでいます。

コミュニティも警報システムの意味、そしてそれが発する

メッセージ、警報を発する人が期待していることを理解し

ています。技術的な解決方法を取り入れることはとても

簡単ですので、コミュニティを守るために政府が、方針

に取り入れるかもしれません。しかし、コミュニティが警

報に対してどう対応するか、また技術の利用方法を知ら

ないと、思うような成果を得ることはできません。コミュニ

ティのリスクに対する認知度をあげること、そしてそれを

技術や通信手段とつなげることは国際的にも考える必

要があります。 

 

タブラニ： 

 ピアースさんのおっしゃるとおりだと思います。もうひと

つ付け加えると、技術は非常に大切だと思います。しか

し地元の知恵は、ＡＰＥＣ諸国・地域のそれぞれの状況

にそって、取り入れていくべきだと思います。ＡＰＥＣ地

域では、例えば災害リスクハイパーベースといったもの

が、既に開発されています。これは、京都大学によって

開発されました。このハイパーベースをクリックすると、こ

の地域における減災の全てのベストプラクティスを見る

ことができます。ですので、このハイパーベースというの

は、非常に重要なものだと考えています。 

 災害リスクの軽減、そして災害管理に使える装置とい

った、災害時の緊急対応における電子的な技術の使用

も既に始まっています。私達の事例では、津波の早期

警報システムを開発しました。早期警報というのは、気

 

 

象、地理、気候に関する機関が、地震計から得たサイン

を受け取り、政府機関をはじめあらゆる人々へその情報

をながします。地震が津波を誘引するかどうかも、10 分 

以内でコミュニティレベルまで到達するので、非常に弱 

い揺れから最初の強い揺れまでに、行動を起こすことが

できます。また、津波の場合にも 20 分から 30 分しかか

かりません。 

 災害の緊急対応を行う場合、こういった時間が全ての

情報を広めるのに非常に重要です。技術は非常に重要

ですが、私たちの目的を実現するには、同時に地元の

知恵も大切だと思います。 

 

コヴァダナ： 

 最初に警報についてですが、津波の後アメリカの国立

海洋大気圏局（NOAA）から寄付を受け、インド洋にブイ

を配置しましたので、その管理が必要です。National 

Disaster Buoy Center.com で詳細を見ていただけます

ので、是非ご覧下さい。リアルタイムのデータが見られ、

15 分ごとに更新されます。また、そこではインド洋の波

の様子も画面上に表示されます。オーストラリアは 4 つ

のブイを保有していますので、私はそのデータも毎日確

認しています。 

次にデータを受け取ったら、地元にいる人達にどうや

って広めるかを考えます。彼らはパワーポイントを見た

がりません。私達がデータを受け取ったとき、どうやって

送るでしょうか。私達がとった方法は、ただそれを地元

の人々がわかるように知らせるだけです。 

 最近では、さらに 192 の緊急コールセンターを立ち上
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げました。誰もが利用でき、24時間受付可能です。です

ので、タイに来られた際に、災害が起こったときには、ま

た起こるかもしれないというような噂を耳にしたときには、

192 にダイアルし、正しい情報を得てください。 

 また、アマチュアラジオも立ち上げました。タイにはア

マチュアラジオのユーザーが50万人おり、、無料なので、

もっと多く作ろうとしています。私達は彼らを国立災害警

報フレンドと呼んでいます。というのは、アマチュアラジ

オは災害警報を人々に伝えることができます。災害はと

ても大きいので、私たちだけではどうすることもできませ

ん。多くのグループがお互いに助け合うようにしなけれ

ばいけせん。 

 

斉藤： 

技術は様々なところで、様々な方法で進んでいると思

います。それを受け取って使う私達が、どういう風に使え

るかということを知っておかないと、技術だけがそこにあ

っても、無意味なものになってしまいます。事例としては、

バングラデシュで 1991 年に大きなサイクロンがありまし

た。例え情報を受け取った人がいても、次のアクション

をどういう風にすればいいかがわかりませんでした。特

徴的だったのは、男性はこの情報を地域の中で受け取

ることができ、サイクロンシェルターへ行った方々がいま

した。しかし女性はどうなったかというと、多くの方が夫

や養父が連れて行ってくれる、誰かが連れていってくれ

るから家で待つという選択肢をとりました。そして、多くの

方がシェルターへ行かずに亡くなりました。警報があっ

たとしても、その警報を聞いて、次の行動につながらな

ければ、結果的にその技術というのは無意味なものに

なってしまいます。いかにコミュニティの人達が技術を使

っていけるか。そのためには、技術と一緒にコミュニティ

をトレーニングしていくことが一番大切なのではないかと

思います。 

 

デブリン： 

 この議論には、いくつかのテーマがあると思います。

一つは、技術は大切であるけれども、私たちがシステム

やそのメッセージ、対応方法を理解していないと、意味

のないものになってしまうということ。そして、そのメッセ

ージを、女性を含めあらゆる人々にとって意味のあるも

のにすべきであるということ。地元の知恵や文化はどの

ようなシステムにとっても重要であるということ。情報の伝

達にかかる時間に配慮する必要があるということ。技術

は正しく管理されなければ働かないということ。そして、

技術はベストプラクティスを共有する人々にとって、メカ

ニズムにもなりえるということです。 

 

3.質疑応答（第一部） 

尾田： 

 こういった議論をするときは、二つの災害をはっきりわ

ける必要があると思います。地震災害のように予測をで

きない災害と、また今日のテーマである「都市の安全と

気候リスク」に関連して、水災害のように予知の可能な

災害です。この二つは対応がまったく違うはずなのに、

今日の議論はその二つが混同しているように思います。 

 科学技術の議論をするときは、予知ができる災害に対

していかに予知するか。あるは予知された情報を使って、

いかに避難するかという議論と、また避難した人達もひ

っくるめて、いかに被害の状況をすくなくするのかという

のを、わけなければいけないのではないかというのが一

点です。 

 二点目は、気候変動の議論をしていますが、水関連

災害に関していうと、既に現状で非常に厳しい状況にあ

るため、気候変動というのは新たな重荷であって、気候

変動ばかり議論してしまうと、どうも問題を見失ってしまう

のではないかということです。 

 

 それからもう一つ、地震災害は神戸のように百万都市 

が被災をするという経験がありますが、水関連災害で百

万都市が被災をした事例はないと思います。神戸の地

震のように予知なく起こってしまうと、その後の対応でか
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まわないわけですが、百万都市がもし洪水になることが

予知された場合、いかに避難するかというと、今までの

ような数万、数十万人の避難とはまったく違う問題が起 

こってくるはずです。そういう問題もひっくるめて、都市 

の安全という議論をするときには、考えていく必要がある

のではないかと思います。ただ百万都市の避難となると、

行政レベルだけでは十分でなく、コミュニティレベルとい

うことですから、そういう意味では両方がつながるという

ことも、注目しておく必要があります。 

 

  

ヒエン： 

 ベトナムから参りましたヒエンと申します。災害管理セ

ンターの副所長をしております。タブラニさんが話された

減災への適応が、非常に興味深かったです。ベトナム

は途上国ですので、CO2 削減や減災ということに関して

は、非常に難しいという現状があります。もし他の途上

国と協力して取り組むことができれば、いい結果も得ら

れると思いますが、私達だけでは難しいです。温室効果

ガスの排出が続いていますが、いかに排出量を減らす

かは一つの論点だと思います。また、既に大気中にある

温室効果ガスをいかに減らすか、つまり炭素回収貯留と

いうのがもう一つあります。これは先進国しだいですが、

我々のような発展途上国に経済支援をするよりも前に、

先進国はもっとできることがあるのではないでしょうか。こ

れは気候リスクを減らし、気温の上昇を防ぐひとつの方

法だと思います。 そして、タイのコヴァダナさんが話さ

れたことも興味深いものでした。地震や津波といったも

のは、タイにとってあたらしい災害です。突然起こり、想

定していないので、大きな被害になります。ベトナムにと

っても地震は非常に新しい災害です。気象予測や津波

の早期警報をしなければなりません。日本や他の国々

から情報を得て、早期警報を発令できることもあります。

しかしそれができなければ、多くの問題や災害が引き起

こされます。いかに津波、気象、地震の予報をする技術

を発展させるか、いかに混乱せずに受け取った警報に

対して行動するか、ということが考えられます。私達は貧

しい国です。私達はいかにこういった新しいことに対処

すべきでしょうか。 

 

デブリン： 

気候リスク、気候適応、そして防災や減災におけるパ

ートナーシップの重要性について重要な点をご指摘頂

きましてありがとうございました。これでこのセクションを

閉めたいと思います。パネリスト、そして会場の皆さん技

術と通信方法についての質問にお答え、またご意見を

聞かせていただきありがとうございました。 

 

4.パネルディスカッション（第二部） 

 

デブリン： 

 私の方でも、短くコメントさせていただきます。昨年起

こった10のうち9の災害は気象関係です。そして、災害

で亡くなった5人のうちの4人は、気象関係の災害です。

昨年災害の影響を受けた 5800 万人のうちの 5500 万人

は、気象関係の災害でした。ですから、多くの APEC 諸

国、地域は気候変動を、基本的な国の安全保障の課題

のひとつだと考えています。 

 

タブラニ： 

質問 2： 

気候変動により、将来水関連災害の発生率の上昇

が予想されます。こういった問題は国家的、地域的、

国際的、各レベルで取り組むべきものです。私達は

都市における気象関連災害の被害を最小化するた

めに、国家的、地域的、国際的な能力をどう高めて

いくべきでしょうか。そしてこの点に関して、国連や

APEC の役割とはなんでしょうか。 
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 水が少なすぎるのも災害になりますし、多すぎるのも

災害になります。これが問題です。水が少なすぎるとい

うことがないように、どうやって予測できるでしょうか。また

水が多すぎる際には、どうやって予測することが可能で

しょうか。生活にその水を使うことで、最大限努力するこ

とは可能です。これは一種の気候変動適応です。 

 インドネシアの場合は、例えば人工的な池や貯水池を

つくっています。降雨量が多く水が多すぎるときには、

水はここに流れ、蓄えられます。これは小さいけれども、

具体的な気候変動適応です。そして、乾期の渇水のと

きには、米作りの灌漑用水として利用します。これは水

関連災害に関連した気候変動に適応するための、政府

がコミュニティと一緒に行っている努力です。 

 

ピアース： 

 私のほうでは、コミュニティのリスク認識、そして教育に

ついて、もう一度警鐘を鳴らしたいと思います。これは水

であれ、何であれ重要だからです。各国、地域でも既に

取り組まれていることはあると思いますが、それぞれに

できることがもっとあると思います。私達はこの問題に取

り組み、緊急事態に対応する方法を常に探しています。 

 しかし、オーストラリアもそうですが、私達は自分達自

身を助けることもできていません。例えば、土地利用計

画の国家的な基準を持たず、それゆえ、人々を危険な

場所にも住まわせています。洪水多発地帯に居住する

ことを許しています。人々を潜在的な気候影響危険にさ

らし、その結果として引き起こされた緊急事態に応えな

ければなりせん。オーストラリアだけが、この文脈にある

とは思いません。多くの場所で起こっていることだと思い

ます。国家的な視点からみると、最初の時点、つまり土

地利用の計画の段階で、人々が災害の影響を受ける可

能性を、できる限り減らすことは重要な課題です。国の

建築基準では、建設会社が住宅地やインフラ、産業施

設を建てる際、水害や他の危機が起こった場合の衝撃

に耐えられる基準を課しています。また APEC や国連、

また他の国際機関が、いかにこういった過程を支援する

かということですが、これに関しては、こういったフォーラ

ムのように、既に意味のある方法で力になっていると思

います。そして、続けていく必要があると思います。各

国・地域が集まって、我々が抱えている問題について認

識し、議論し、そしてさらに重要なことは、既にだれかが

はじめていて、かつ他の地域にとっても適応可能な戦

略を共有することです。これがこういったフォーラムを開

催する上で、重要な意味であると思います。 

 

コヴァダナ： 

 気候変動について話されていますが、これはこの会議

の唯一の議題になりえるかと思います。今日、気候変動

はどこへいっても議題になります。気候変動の一つの事

例が、地球温暖化です。今世紀中に、全世界で平均気

温は、約4度あがるでしょう。日本では平均気温は5度、

オーストラリアでは約 2 度から 3 度上昇します。しかし、

気温上昇を下げる方法を見ださなければ、これはもっと

早く来るかもしれません。 

 人口の増加という、また別の問題もあります。特に大き

な国では、どれだけの人口を抱えることができるでしょう

か。人口が多い場合、多くの水を使いますし、多くの環

境的負荷がかかります。ですので、エネルギーの消費を

減らさなければなりません。また、代替エネルギーを見

つけるように努力しなければなりません。これは難しく、

すぐに実現することは容易なことではありません。時間

がかかるかもしれません。ですから、人々に話す際には、

こういったことを説明し、自覚をもってもらわなければな

りません。 

 

斉藤： 

役割についてですが、主に現在やっていること、そし

てこれから継続してやっていかなければならないことに

ついてお話します。一つは行政へのトレーニングです。

特に私の行く途上国では、防災部門、開発部門といっ

た、様々な部門があるのですが、それらが縦割りになっ

ていて、横の繋がりがありません。私達、よそ者が入って

行き、それぞれの部門と話をしてみて、私達は地域開

発センターですので、地域開発の中に防災をどう組み

入れていくかということを話しあいませんかという提案を

します。スリランカの場合には、防災と開発に福祉部局

を巻き込んだり、今後の地域開発計画のなかに防災や

福祉を入れていっていただくといったように、横の繋がり
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をつくっていくことに取り組んでいます。 

 それからもう一つやっているのは、コミュニティと行政 

の対話ということです。コミュニティは行政にすべて頼る

のではなく、コミュニティでできることはコミュニティでや

る。もちろん行政側でもコミュニティの参加を促していく、

というようなことをやっています。私達の経験を伝えた後、

自分たちの手で、自分たちのコミュニティの防災計画や

地域計画といったものを作っています。 

 そういった小さなレベルの研究ですが、私達は国連の

機関ですから、そういったうまくいった事例、もしくはうま

くいかなかった事例を他の国々にシェアしていきながら、

成功した部分はどうすればそのように成功していったの

かということを、伝えていく必要があると思っています。 

 

5.質疑応答（第二部） 

伊禮： 

 JICA の伊禮と申します。JICA 兵庫国際センターの所

長をしております。たくさんの途上国との関係があります

が、私の懸念としては防災の措置、方法です。政府はど

んな方法をとったらいいのでしょうか。私は防災というの

は、高いレベルでの政治的な意思決定が必要であると

思っています。特に途上国では、そうだと思います。たく

さんのことをしなければいけないと思っています。リーダ

ーとして、色々な人々に教育をしなければいけない。厚

生省、あるいは輸送交通に関わるもの、道路、ネットワ

ーク等、様々なことをしなければいけないと思っていま

す。問題は、あきらかに防災の面では横断的な対話が

必要だということです。 

 これまでにアフリカに10年ほど関わってきましたが、一

度災害が起こると、常に悲惨な状況になります。つまり、

暫定的な措置しかとらないということなのです。目の前

のことしか考えないということです。論理的に言うと、そ

れぞれの開発プロジェクトで、防災を取り込まなくてはい

けないと考えています。論理的にはわかっているのです 

が、現実としては非常に難しいです。リーダーとして、

色々な資金をつかって、例えばダムを作る。そして洪水

を防ぐというのは、難しいですね。洪水というのは、極端

な言い方かもしれませんが、一世紀に一回くらいしか起

きませんので、いかにしてメカニズムをつくっていったら

いいのでしょうか。 

 これはある意味、国連とも関係があると思います。そし

て国際社会として、いかにしてこういった諸国を奨励し

て、リーダー達が手をつくしてくれるのでしょうか。あるい

は、その援助国として、より投資をしていくためには、どう

したいいのでしょうか。防災措置に対する投資は、どうす

れば増えていくのでしょうか。 

 

リー： 

チャイニーズ・タイペイの国立減災害科学技術センタ

ーから参りました、ウィルソン・リーです。減災に対する

代替策としては、保険というものを加えたいと思います。

私達はみな、車両保険をつけます。もちろん法律によっ

てということがありますが、もう一つは事故の後の損害を

補填するためです。では、洪水のような気候変動によっ

て起こる損害を補填する保険の利用を考えてはどうでし

ょうか。これについては、現在のところ地震についての

保険がある国は、ほとんどありません。しかし、洪水につ

いては、もっと少ないです。将来、気候変動について考

えた場合、保険というのは家族単位で被害を減らす代

替法の一つですが、国にとっても、そうなり得るでしょう。 

 

6.まとめ 

デブリン： 

 保険システムへのリスク転換は、確かに考慮すべき重

要な問題です。まとめましょう。タブラニ氏が言われたよ

うに、水が少なすぎても、また多すぎても災害になります。

本日一日を通して議論しているテーマを、もう一度お話

したいと思います。リスクへの理解を共有することの重要

性。自助の強化、土地利用計画や、開発計画、居住、

建築計画といったことに、部門を越えて取り組むことは

難しいとはいえ、協調してやっていくことの重要性。また、
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高いレベルでの政治的意思の重要性もあります。国際

機関の役割の一つは、政策決定者に何もしないことの

代償に気づかせることだと思います。数多くの研究結果

が示しています。防災への投資に対する「１人あたりの

データ」もあります。研究では 5 ドルから 7 ドルに集中し

ているようですが、防災に 2 ドルから 10 ドル投じればい

いということ。金額がどうであれ、防災に投資すれば、被

害は減少できるということは明確です。より減災を進める

ために、こういったことをそれぞれのリーダーや政策決

定者に伝えることが、今回の APEC 防災 CEO フォーラ

ムの役割だと思います。 

 

シュアン： 

 本日の会議は非常に意味のあるものだったと思いま

す。私の方からも簡単なまとめをしたいと思います。最

初に、これら二つの議論は、非常に関連性が高いと思

います。そして、そして、パネリストの皆さんが話された

技術についても、いくつもの問題があります。全ての災

害関連の問題において、技術は大いに考えるべき問題

です。早期警報システムには、コヴァダナ氏が言われま

したように、ブイから衛星に至るまで、また陸上の処理セ

ンターがあります。そして、緊急通信については、中国

やロシアの発表、尾田さんの話の中にもありました。技

術は大切であるというのが、最初の議論。そして二番目

は、タブラニ氏が話されたように、伝統的な地元の知恵

というものをおろそかにしないということです。バングラデ

シュの事例では、最初の台風では何千人もの人が亡く

なりました。二度目は、モスクの鐘を使っただけで、多く

の人の命を救い、被害はずっと少なくてすみました。三

番目のポイントは、コヴァダナ氏が話されたように、地域

間協力の重要性です。津波や地震、洪水等といった都

市災害は、地域間の協力体制によって、うまく事前に警

報を発し、被害を防ぐことができます。四番目は斉藤氏

が話されたように、技術は地域や国の能力がなければ、

無意味なものになってしまいます。そのために私達はこ 

のようなフォーラムをあちこちで開催しています。ジェン 

ダーの問題もあります。なぜ男性より多く、女性が亡くな

るのでしょうか。彼女たちがシェルターへ行く判断ができ

なかったことが理由のひとつにおあります。ベトナムのヒ

エン氏のコメントにもあったように、パートナーシップがな

いということなのです。そして五番目ですが、国連や

APEC、UNCRD,EU、アルファベットの A から Z まである、

数多くの国際機関の役割です。効果的な対応システム

の構築、あらゆる取り組み、国や地域レベルでの能力開

発といったことに、国連が他の機関と一緒に重要な役割

を果たすと思います。そして、最後にチャイニーズ・タイ

ペイのリー氏から、災害のための保険に関する法律の

確立という、災害対応に関する革新的な話がありました。

それぞれの国で考えられている点ではないでしょうか。 

 時間が短いにも関わらず、ここにいるパネリストの皆様

の専門的な知識によって、掘り下げた議論や提案がな

され、すばらしい洞察力が発揮されたと思います。ここ

神戸から前進を続けましょう。そして、明日はハノイ、シド

ニー、また他のどこであっても、私達の能力をさらに高

めるために、このプロセスを続けていきましょう。最後に

なりましたが、パネリストの皆様、ありがとうございました。

そして、会場の皆様方、どうもありがとうございました。 
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ただ今ご紹介頂きました、UNCRD 防災計画兵庫事

務所所長の安藤でございます。本日は多くの皆様方に、

遅くまで熱心に議論を聞いていただきまして、ありがとう

ございました。私ども国連地域開発センター、読売新聞

社、そして地元の様々な機関、兵庫県のご支援を頂き

まして、毎年このシンポジウムを開いておりますが、特に

今回は外務省のご協力、ご支援を頂きまして APEC の

皆様方と一緒にこのような大きな、意義深いシンポジウ

ムをさせていただくことができました。APEC の皆様、そ

して毎年関心を持ってくださる神戸市民の皆様に深く感

謝をいたします。本日、プログラムの変更が多々あった

ことを、お詫び申し上げます。 

 

今回海外からお越しになった方々の中には、昨日の

震災 15 周年の記念イベントにご参加頂いた方もいて、

その際お感じになったかと思いますが、この神戸の地は

15 年前起こったあの悲劇を忘れないようにしようとしつ

つも、もう神戸には表面的には「本当にあのような大きな

災害があったのか」と思うくらい、どこにもほとんど災害の

跡は見当たりません。井戸知事も心配しておられました

が、15 年経つと地元の人も忘れてしまいます。「それで

はいけないのではないか」と皆様思われている。さらに

最近の災害、例えばハイチの災害などを見ると、神戸の

人達は「他人事とは思えない、自分たちは何かしなくち

ゃいけない」と思われます。その思いをどうしたらいいの

だろうという時に、このように皆様とお話ができる場を設

けさせていただきまして、ここで神戸の地元の人達自身

も、そして海外または他都道府県からお越しの皆様方も、

そうした神戸の思いを少しでも感じていただけたらと思

います。今日は遅くまで長い間、どうもありがとうございま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

閉会の挨拶 

安藤 尚一

国際連合地域開発センター（UNCRD）防災計画兵庫事務所 所長
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・ 写真展 

・ シンポジウム関連 報道資料 
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                         2010 年 1 月 11 日～1月 19 日 
 

シンポジウムに関連して、会場1階のYスクエアにて2010年1月11日から19日まで写真展が開催された。UNCRD

職員がカメラに収めたバングラデシュ、パキスタン、ペルーの災害被災地の様子およびシンポジウム共催者の読売新

聞大阪本社より提供を受けた阪神・淡路大震災、兵庫県佐用町の水害の被害の様子を伝える写真を掲示し、また

UNCRDが力を入れるコミュニティ防災について「学ぶ」、「考える」、「伝える」、「行動する」の 4つのキーワードごとに、

これまでの活動の様子を伝える写真で紹介した。また 2010 年 1 月 12 日のハイチ地震の発生を受け、被害の深刻さ

を伝える衛星写真などを急遽展示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人と防災未来センターから防災教育のワークショップ教材の提供を受け、インドの NGO、SEEDS が作成した気候変

動について学べるゲーム、神戸市教育委員会、読売新聞社などが共同で製作した防災教育教材「しあわせ運ぼう」と

共に、来場者に改めて正しい知識を持つことと日ごろの備えの大切さを訴えた。1 月 18 日のシンポジウム当日は会場

ホール・ロビーにおいて、会議に参加する APEC に加盟する国と地域の代表都市の写真と、いくつかの国と地域に関

しては災害の写真が展示され、来場者の関心を集めていた。 
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2010年 1月 13日 読売新聞 1 

2010年 1月 19日 読売新聞 2 

■ 報道資料 ■
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2010年 1月 19日 読売新聞 3 
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